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報告書賛同者の声

私たちの繁栄を支えているグローバル・コモンズの
保全と再生は、途方もなく大きな課題であり、ビジ
ネスが環境に良い方向に向かい、環境に良い方向に
むかうことがビジネスにとっても良いことである場
合にのみ、この課題を克服することができるので
す。炭素排出量ゼロを目指す「レース」は順調に進
んでいますが、ビジネスリーダーやその他の意思決
定者にとって、気候システムや陸域生物圏などのグ
ローバル・コモンズ間の複雑な相互関連とトレード
オフを把握することは困難です。本報告書のフレー
ムワークは、この複雑さを一掃し、意思決定者がグ
ローバル・コモンズの保全に必要な変革をもたらす
ための、科学に基づく具体的な行動指針を提供する
ものです。

ポール・ポルマン：企業経営者、活動家、
「ネット・ポジティブ」共著者

本報告書は、人間の活動、特に資源消費がグローバ
ル・コモンズをどのように形成しているかについ
て、説得力のある概観を提供しています。消費と
貿易による波及効果は豊かな国々によってもたらさ
れ、一方、被害を受ける人々や最も脆弱な人々の多
くは開発途上国に集中しています。世界的なコモン
ズの悲劇を回避するためには、国を超えた協調的な
マネジメントが必要であり、特に高所得国にはその
責任が課せられています。このフレームワークは、
人間の福利を損なうことなく環境破壊を減らすこと
ができる需要側の措置など、これを達成するために
関係者が起こすべき変革や取るべき行動を示してい
ます。

イザベラ・テイシェイラ：国連環境計画国際
資源パネル（UNEP-IRP）共同議長

企業は、科学的根拠に基づく目標の設定、資本の再
配分、イノベーションの推進、新しいビジネスモデ
ルへの投資によって、ゼロエミッション経済への移
行を進めています。このプロセスは、パリ協定によ
って加速され、産業を変革するマルチステークホ
ルダー連合という素晴らしい結果をもたらしていま
す。脱炭素化の成功はまだ確実ではありませんが、
本報告書は、こうした有望な成功例から学び、我々
の継続的な健康、繁栄、安全保障が依存するグロー
バル・コモンズを保全するための効果的なガバナン
ス・メカニズムを開発する重要性を示しています。

ナイジェル・トッピング：COP26 気候行動
ハイレベル・チャンピオン

今日、すべてのビジネスリーダーは、甚大な被害を
もたらす可能性のある環境リスクに関する明確な科
学的根拠をある程度理解しています。しかし、前向
きな姿勢で取り組んでいるCEOでさえ、これらの脅
威がどのように関連し、企業がそれに対して何がで
きるのか、何をすべきなのかを理解するのに苦労し
ています。このフレームワークは、4つのシステム転
換と行動指針を示すことで、科学をビジネスのため
の具体的なアクションに変換することに貢献してい
ます。グローバル・コモンズの健全性と回復力を維
持するために、こうした変革に資金を提供し、推進
するためには、民間部門が不可欠です。企業にとっ
て目的志向のビジネスモデルのための実際のコスト
と機会を理解することは、非常に優先順位が高くあ
るべき議題なのです。

フェイケ・シーベスマ:Royal DSM元CEO、
Royal Philips監査役会会長

経済発展、社会的包摂、地球システムの健全性とい
う課題は、持続可能な開発の諸解決策がそうである
ように、相互に密接に関連しています。経済的な厚
生と環境の持続可能性は、相反するものであっては
なりません。グローバル・コモンズ・スチュワード
シップ・フレームワークは、この核心となる真実を
捉え、社会にあまねく利益をもたらし、国内および
国家間の不平等を解消するのに役立つ、公正で持続
可能な移行のための行動計画を提示しています。

ジェフリー・D・サックス：コロンビア大学
持続可能開発センター所長

グローバル・コモンズは、この地球上で私たちが繁
栄を続けるための基盤です。このような地球システ
ムの健全性と回復力を維持するためには、経済・社
会システムの抜本的な転換が必要です。このフレー
ムワークは、科学的な証拠と脱炭素化の国際的な進
展から得た教訓を基に、4つのシステムの転換の概要
を、プラネタリー・バウンダリーの範囲内で持続可
能な開発を達成するために必要な経済、政治、社会
の変革をもたらすことができるアクションレバーと
ともに示しています。

ニック・スターン：ロンドン・スクール・ 
オブ・エコノミクス教授、
グランサム気候変動環境研究所所長
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序文

私たち人類は今、人類史の重大な岐路に立

っています。様々な科学的証拠が示すよう

に、人類の厚生、繁栄、安全が依存する安

定的で回復力のある地球システム(グローバ

ル・コモンズ)がそのバランスを失いつつ

あります。私たちは、グローバル・コモン

ズを守るために地球環境を損ない続ける社

会経済システムを変革する必要があり、そ

うしなければ、遠からず地球システムの異

変が自己強化的かつ不可逆的になる転換点

(ティッピングポイント)を超える危険性が

あります。

ロシアによるウクライナ侵攻とその悲惨に

世界が注目しているときに、グローバル・

コモンズの重視を提唱するのは場違いに見

えるかもしれません。各国は競って軍事費

を増やしています。国際社会には亀裂が走

り、主要国間の分断も広がっています。戦

争は、エネルギー、食料、肥料を輸入に頼

る多くの国々に、欠乏と危機を生み出して

います。

グローバル・コモンズの劣化に歯止めがか

からなければ、欠乏と危機がさらに深刻化

します。不安定化した地球システムがこの

ような脅威を高め、難民や紛争を拡大して

いる状況が増えています。私たちは今、健

全で回復力のある地球システム、すなわち

私たちのグローバル・コモンズこそが、私

たちの生命、繁栄、安全の中核であること

を認識し、協力して責任を持って管理する

必要があるのです。

ロシアによるウクライナ侵攻が犠牲にした

もう一つのものは、気候システムその他

のグローバル・コモンズを守るための国際

協力でしょう。グローバルな経済システム

は、主に全体主義国家から供給される化石

燃料に依存しており、非常に脆弱であるこ

とが露呈しました。国際的な協力体制の強

化なくして、これらの課題に取り組むこと

は不可能であり、このことは、現在進行中

のCOVID-19の世界的大流行によって、日を

追うごとに説得力を増しています。ウクラ

イナの人的被害をなくすためにも、この戦

争はすぐに終わらせなければなりません。

これは、食料危機の再発を防ぎ、グローバ

ル・コモンズを守るための協力的なアプ

ローチの土台を再構築する上でも不可欠で

す。各国は、外国による侵略や重要な地球

システムの劣化による悪影響に対する安全

保障を必要としています。そのためには、

グローバル・コモンズ・スチュワードシッ

プのための新しいガバナンス・メカニズム

を構築し、この共通の目的に向けた効果的

な協力を促す必要があります。そして、

それを実現するには、安全保障とグローバ

ル・コモンズを支えながら、ステークホル

ダーを集結し、転換へと導き、巧みな外交

を推進するための共通のアクション・フレ

ームワークが必要です。私たちは、地域と

国、世界の各レベルで、変化の方向性と変

化を実現するための手段を明確にしなけれ

ばなりません。
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本報告書は、世界中のステークホ

ルダーや専門家との広範囲にわた

る協議の成果です。彼らの助言と

指導に感謝申し上げます。

ここでは、最新の科学的知見に基づき、

以下の4つのシステム転換を軸にしたグロ

ーバル・コモンズ・スチュワードシップ

のフレームワークの概要を紹介します。

•	 エネルギー、産業、輸送の脱炭素化	

•	 持続可能な都市とコミュニティ

•	 持続可能な生産と消費

•	 持続可能な食料、森林、土地、水、海洋

これらの転換は実現可能なものであり、

平和と繁栄を促す豊かな未来への道筋を

示すことができます。グローバル・コモ

ンズを守ることはすべての国の利益です

が、豊かな国々はそのためのより大きな

責任を負っています。国連の持続可能な

開発ソリューション・ネットワークとイ

ェール大学が発表した「グローバル・コ

モンズ・スチュワードシップ指標」によ

れば、豊かな国ほど大きな負の越境負荷

を生み出し、後発途上国のグローバル・

コモンズに悪影響を及ぼしています。今

こそ、豊かな国は率先してあらゆる国々

と協力し、外交と投資、貿易を基盤とし

た平等かつ互恵的なパートナーシップを

築いてグローバル・コモンズの保全と回

復に努めるべきです。

ヨハン・ロックストローム

ギヨーム・ラフォルチュン

アニ・ダスグプタ

石井菜穂子

ジェレミー・オッペンハイム

グイド・シュミットトラウブ
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キーメッセージ

科学が明らかにしているとおり、人新世時代における人間

の活動は、人類の発展と繁栄の土台である地球システムの

安定性と回復力を揺るがし続けている。我々はこれらの地

球システムを総称して「グローバル・コモンズ」と呼んで

いる。グローバル・コモンズは主要生物物理システムから

成り、そこには9つのプラネタリー・バウンダリー（地球

の限界）が存在する。

人間活動はそのうち複数の限界を超えており、人々が共有

する健康と繁栄を危険にさらしている。グローバル・コモ

ンズの不安定化は、強制移動、移住、紛争のリスクを高

め、脅威を増幅する。人獣共通感染症である新型コロナ

ウイルス感染症の世界的大流行から気候非常事態、生物

多様性の喪失に至るまで、足元で起きているさまざまな世

界的な混乱の中心にあるのは、グローバル・コモンズであ

る。ロシアによるウクライナ侵攻もそうした一例で、エネ

ルギー、食料、土地利用システムの回復力や持続可能性を

考慮しない、あるいは軽視することのリスクが浮き彫りと

なった。我々は今こそ、この健全で回復力のある地球シス

テム、すなわちグローバル・コモンズが、人類の健康と安

全、繁栄の根幹であること、そしてグローバル・コモンズ

の責任ある管理のために協調すべきであることを認識しな

ければならない。

プラネタリー・バウンダリーを超え、グローバル・コモン

ズを破壊する根本原因は、外部性の適切な価格設定のな

い、直線的な生産・消費・廃棄パターンをベースにした現

行経済システムにある。したがって、人類がプラネタリ

ー・バウンダリーの範囲内で持続可能な開発を続けるた

めの根本的解決策は現在の経済・社会システムの転換であ

る。具体的には、以下に示す4つのシステムの転換が求め

られる。

• エネルギー利用の脱炭素化

• 循環型生産・消費モデルの導入

• 持続可能な都市とコミュニティの構築

• 食料システムと土地・海洋利用システムの転換

こうした根本的転換の実現には一連のアクションレバーが

必要である。文献調査と専門家からの助言に基づき、我々

はその特徴を次のように整理した。

• 目標設定、ガバナンス、制度化の前進

• 経済、金融、インセンティブの見直し

• 包括的で公正な合意形成

• イノベーション、テクノロジー、データの活用

本報告書は、グローバル・コモンズを保全するための包括

的な枠組みについて、転換すべき4つのシステムを軸に、

システム転換を実現する4つの共通アクションレバーとと

もに紹介するものである。グローバル・コモンズの保全に

は包括的なアプローチと多様なステークホルダーの協力が

必要であることは前提として、ここではこれらのアクショ

ンレバーを政府や企業、金融機関、市民団体、国際機関向

けに解説した行動指針も掲載している。

我々は、この「4×4」のマトリクスが複雑さを解消し、ス

テークホルダーがグローバル・コモンズを守るために有意

義な行動を起こす一助となることを願っている。しかし我

々は、課題の重大さと緊急性に見合った規模とスピード

で、世界が行動を起こせていないことを認識している。グ

ローバル・コモンズを統治する効果的なメカニズムが欠如

しており、グローバル・コモンズの健全性と安定性が我々

の継続的な繁栄と安全保障に不可欠であることは、まだ広

く認知されていない。時間は味方してくれない。

グローバルな気候変動との戦いにおいて、政府間メカニズ

ムとマルチステークホルダーコアリッションの相補性は、

グローバル・コモンズの効果的なガバナンスのための最も

有望なメカニズムであると考えられる。

グローバル・コモンズの健全性と回復力を確保すること

は、すべての国の利益となるが、その責任の負担は一部の

国に不釣り合いなほど重くのしかかっている。つまり、持

続不可能な生産の負担を開発途上国に押し付けることで、

豊かな国の繁栄が確保されているのである。こうした越境

負荷は、本報告書で後述するグローバル・コモンズ・スチ

ュワードシップ指標により浮き彫りにされている。このよ

うに、先進国にはグローバル・コモンズの保全に必要なシ

ステムの転換を主導する責任があり、そのために必要な資

源もある。すべての国が力を合わせ、外交と投資、貿易を

軸にした平等かつ互恵的なパートナーシップを築いてグロ

ーバル・コモンズを大切にし、その保全と回復に努めなけ

ればならない。
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今や誰にとっても明らかであるように、私

たちが行ってきた持続不可能な資源の利用

や直線的な生産・消費パターン、自然破壊

が、気候を変化させ、安定的でレジリエン

トな地球システムを壊そうとしている。干

ばつや酷暑の頻発、ハリケーンや台風の強

大化、海面上昇ペースの加速、農業への大

幅な悪影響、かつてない規模のサンゴの白

化、漁場の崩壊といった現象を、私たちは

日々目の当たりにしている。まさに今、人

類の活動が地球上のすべての生命の存在を

根底から揺るがしているのである1。気候変

動に関する政府間パネル（IPCC）の第6次

評価報告書において、温室効果ガス排出量

を大幅に削減することの緊急性が強調され

ているものの2、現在の経済動向は、国連で

採択された持続可能な開発目標（SDGs）

とパリ協定で掲げられた目標の達成を危う

くしている。

私たちは人類が地球の重要なシステムに破

壊的な影響を与え得る新しい地質時代、

「人新世」に足を踏み入れている3。	過去

1万2千年にわたり、現代人は世界の偉大な

文明の勃興を可能にした比類なき安定の時

代、「完新世」を享受してきた。ところが

1900年以降、世界の人口は約5倍、世界の総

生産は80倍に増加し4、人類は世界の再生可

能、非再生可能資源をかつてないほど消費

すると同時に、持続不可能なほどの廃棄物

や汚染物質を排出してきた。

その結果、科学的に推定された“人と地球

が安全に活動できる領域”を逸脱する危機

に人類はさらされている。科学者達は、こ

の地球の収容能力とでも呼ぶべき領域を 

「プラネタリー・バウンダリー」5,6として

定義した。地球の重要なシステムを維持

し、人類にとっての安全な活動空間を確保

するためには、この境界をなんとしても守

意思決定者向け概要A
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不確実性領域超（リスクが高い）

不確実性領域（リスクの増大）

限界値未満（安全）

限界値定量化未了
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らなければならない（図1）。しかしなが

ら、これらのバウンダリーのうちいくつか

はすでに限界値を超えてしまっている。一

部は不確実性の高い領域に入り、それ以外

は十分なデータがない。このまま行けば、

近い将来、さらに多くのバウンダリーが限

界値を超えると予想され、そうなれば人類

の文明も生存も脅かされることになる7。

人類と地球にとって安全かつ公正な経路を

確保するためには大幅な軌道修正が必要

不可欠である。現在の傾向が持続不可能で

あることに議論の余地はない。プラネタリ

ー・バウンダリーを踏み越えることなく、

人類の繁栄とすべての人間のウェルビー

イングを促進するには主要経済システムの

転換が必要である。後段で述べるとおり、

地球システムを安定化させるための有効な

戦略においては各種の不平等を考慮しなけ

ればならない。地球環境の変化を助長して

きた資源の利用や汚染の多くは富裕国やそ

れぞれの国の裕福な人々の活動によるもの

である（図2）。以上の理由から、これら

の諸課題にはグローバルな視点が必要であ

り、生物物理学、テクノロジー、社会にお

ける変化の推進要因を総合的に組み込んだ

戦略が求められる。	

本報告書に示す枠組みは、グローバル・コ

モンズ・スチュワードシップのための科学

的根拠に基づく土台を意思決定者に示すも

のであり、複雑さを省きつつ、その責任あ

る管理に有用な総合的手段を説明してい

る。経済、社会、地政学的システムに求め

られる転換は、気をくじくほどの規模であ

り、なおかつ複雑である。あらゆる規模で

同時に断固たるアクションを講じようにも

現行システムの惰性と既得権益がそれを阻

んでいる。グローバル・コモンズにおける

危険な転換点（ティッピング・ポイント）

緑は人類の活動が安全マージンの範囲内に

あり、オレンジはその範囲を超えているこ

とを意味する。色が濃くなるほどリスクが増

大していく。青は安全マージンが現時点で

定義されていないことを意味する。生物多様

性は、100万種あたりの年間絶滅種数として

定義される遺伝的多様性と、機能的多様性で

構成される。生物地球化学的循環には窒素

とリンのサイクルが含まれる。Steffen	et	al.	

(2015)7、Nakicenovic	et	al.	(2016)9、Persson	et	

al.(2022)10より引用。

9



を超えないというミッションは、社会技術

システム、生態系、市場/経済システム全

体に変化を引き起こし、加速させなければ

達成することができない。

世界的な気候変動対策におけるこれまでの

暫定的な進捗は、幾ばくかの希望を与える

と同時に、グローバル・コモンズを管理す

るためのさらに効果的な仕組みを整備する

必要性を訴えている。グラスゴーで開かれ

た国連気候変動枠組条約第26回締約国会議

（COP26）は正式な交渉成果が妥協的なも

のに終わった反面、重要な移行に対する気

運の高まりは明らかであり、結果として楽

観視の材料と取り組みの加速に対する現実

的教訓の両方が示された。ここまでの世界

の気候変動対策は、マルチステークホルダ

ーコアリッションによって補完された政府

間の仕組みがいかに挑戦的目標やアクショ

ン、技術進歩を促進するかを示している。

こうした政府間の取り組みとマルチステー

クホルダーコアリッションのタッグはグロ

ーバル・コモンズを管理するうえで最善の

選択肢となり得る。その一方で、投資家や

規制当局は持続不可能な商習慣に伴う隠れ

たコストやリスクを認識し始めている。そ

の対応として自らのレジリエンスを高める

と同時に、SDGsの達成と再生力のある経

済への移行に貢献する数兆ドル規模のビジ

ネスチャンスを掴むための投資へとアプロ

ーチを変化させている。世界的混乱の潜在

的コスト（例えば新型コロナウイルス感染

症の世界的大流行による世界経済の損失額

は推定22兆ドル）とは対照的に、こうした

ビジネスチャンスを掴むために必要な投資

は実に管理しやすい。政府、規制当局、投

資家、顧客、従業員などからの企業の責任

を問う声が強まる中で、対応が遅れれば組

織の存続の危機に直面することになる。

プラネタリー・バウンダリーの限界値を超

えないためには、次の5つのグローバル・

コモンズ領域の保全にグローバルな視点を

もって取り組むことが重要である。

4

図2
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1970年を起点にした資源の累積過剰利用量に占

める高所得国（世界銀行の分類に基づく）の

割合は74%に達し、高中所得国は25%である。

低中所得国と低所得国を合わせた割合は1%に

満たない。低所得国だけを見ると資源の過剰利

用はゼロに近く、よってこのグラフでは見えな

い。Hickel	et	al.(2022)8より引用。
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• 気候システム

• オゾン層

• 陸域生物圏

• 海洋

• 氷圏（極地氷床、氷河）

これらのドメインのそれぞれに多数の生物

物理学的グローバル・コモンズ・システ

ムが含まれる。例えば氷圏は次のグローバ

ル・コモンズ・システムで構成される。

• 北極の海氷

• 東南極氷床・西南極氷床

• グリーンランド氷床

• 内陸氷河

これらのグローバル・コモンズ・システ

ムのいくつかは「ティッピング・エレメ

ント」とされ、地球システムの制御に寄

与しているだけでなく、危険なティッピン

グ・ポイントを超えた場合に大規模な変化

に至る可能性がある。過度な温室効果ガス

（GHG）排出や森林破壊、汚染などによっ

てティッピング・ポイントを超えてしまえ

ば、フィードバックのメカニズムが変化し

（緩衝/冷却から自己増殖/温暖化へ）、不

可逆的な変化を起こすことになる。個々の

グローバル・コモンズは、全体として地球

システムの安定性に影響する生物物理学的

システムであり、各国の協調的管理を通じ

てのみ保全が可能になる。グローバル・コ

モンズは密接な相互依存関係の中で成り立

ち、自治体、国、地域、グローバルレベル

で統合的な戦略を講じることによって保全

しなければならない。

我々が示すグローバル・コモンズ・スチュ

ワードシップ・フレームワークは科学的根

拠に基づく有益な手引きとして、グローバ

ル・コモンズを守り、その保全や回復を促

すアクションを講じるために何をすべきな

のかについて、意思決定者の理解を助け

るものであり、変革すべき4つのシステム

と、4つのアクションレバーで構成されて

いる。

グローバル・コモンズの保全には次のシス

テム転換が極めて重要である。

• エネルギー、産業、輸送の脱炭素化：

効率の向上、電化の促進、化石燃料の

段階的廃止、モーダルシフト、排出削

減が困難な産業（Hard-to-Abate産業）

向けの新しい燃料やソリューションの

開発などの手段を通じて、発電、送

電、長距離輸送、工業プロセス加熱、

産業を脱炭素化する。これらは、クリ

ーンエネルギーへのユニバーサルアク

セスを確保しながら実現されなければ

ならない。 

• 持続可能な都市とコミュニティ：コン

パクトでレジリエントな都市デザイン

や公共交通指向型の都市開発、サステ

ナブル建築、サステナブルな建物冷暖

房、廃棄物処理の導入などが手段とし

て考えられる。 

• 持続可能な生産と消費：循環型製品設

計・生産システム・サプライチェー

ン、持続可能なマテリアルフロー、消

費パターンの変化などが手段として考

えられる。 

• 持続可能な食料、森林、土地、水、海

洋：自然環境の保護・回復、持続可能

な生産・管理、持続可能で健康的な食

生活、フードロス・食品廃棄物の削

減、サプライチェーン内での種の乱獲

の防止、大幅な効率化などが手段とし

て考えられる。
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4つのシステム転換を駆動するために政

府、企業、その他ステークホルダーが取り

組むことができる4つの共通アクションレ

バーがある。 4つのアクションレバーは4つ

の主要なシステム転換と合わせてグローバ

ル・コモンズ・スチュワードシップ・フレ

ームワークを構成し、政府、市民社会、企

業の行動や国際協力を促し、導き、加速さ

せることによって、グローバル・コモンズ

の保全と世界の人々のウェルビーイングの

向上をはかるものである。

• 目標を設定し、ガバナンスと制度を整

合化させる。これによって転換に向け

た明確な目標と経路（pathway）を定

め、マルチステークホルダーコアリッ

ションと社会運動を強化し、国のガバ

ナンスと国際協力を人新世に適応した

姿に作り替えることができる。グロー

バル・コモンズの効果的な管理のため

に最も有望な仕組みとは、政府間また

は国の仕組みを改良し、それを補う新

しい強力なマルチステークホルダーコ

アリッションであろう。

• グローバル・コモンズに対する経済、

金融、インセンティブを見直す。その

ための手段として、炭素や自然資本の

価格設定、グローバル・コモンズ・ス

チュワードシップに向けた経済政策・

規制の見直し、政府会計・企業会計の

見直し、公的・民間資金やブレンデッ

ド・ファイナンスの活用などが考えら

れる。 

• 転換に向けた合意形成のために包摂

性、公平性を確保する。そのための手

段として、参加型設計、公平な収入、

健康・教育・社会的セーフティネット

といった転換の土台を作るものへの投

資を含む、公正な移行戦略を立て、グ

ローバル・コモンズの管理者たる先住

民族や地域コミュニティを尊重・擁護

することが考えられる。 

• イノベーション、テクノロジー、デ

ータを活用する。これによりグローバ

ル・コモンズの理解を前進させ、サイ

バー領域のガバナンスに注意を払いな

4

図3
グローバル・コモンズ・スチュワードシップ・フレームワーク
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コンパクトでレジリエントな都市デザインや公共交通指向型開発、サステナブル
な廃棄物処理、冷暖房を含むサステナブル建築

持続可能な都市とコミュニティ

4つの転換とそれぞれの重要構成要素の詳細なリストを表3にまとめている。
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がら、それらを保護するために必要な

システム転換を加速する。

本報告書は、世界資源研究所（WRI）が実

施した気候変動対策に関する文献レビュー

を参考にしているが11、さらにエネルギー

の脱炭素化、欧州グリーンディールなどの

主な政策イニシアチブや世界各所のマルチ

ステークホルダーコアリッションから多く

の教訓を得て、グローバル・コモンズ・

スチュワードシップのためのアクションレ

バーを促進する実用的ステップを導き出し

た。政府、企業、金融、市民社会団体、国

際組織、金融機関に推奨する具体的アクシ

ョンについては、このセクションの最後に

まとめている。しかしながら、いずれのス

テークホルダーも単独で今後の課題を解決

することは困難である。すべてのステーク

ホルダーの密接な協力が不可欠であり、サ

イロ化したアプローチでは失敗する可能性

が高い。

アクションレバー1：目標設定、ガ
バナンスと制度の整合化

• 明確な目標を設定し、その経路を推進す

る。これは「パリ協定」と「ポスト2020

生物多様性枠組」の初期の成功に基づい

たものである。目標設定においては、

手元のタスクに狙いを絞ること、そし

て管理ツールとしても機能させるため

に、高度なシステムモデリングをベース

にする必要がある。Energy	Transitions	

Commission（ETC）やFood	and	Land	

Use	Coalition（FOLU）が推進するセク

ター別経路（sector	pathways）は、急速

な転換の実現可能性を示すと同時に、い

かに課題を解決し、すべてのステークホ

ルダーの力を、共通ビジョンであるグロ

ーバル・コモンズ・スチュワードシップ

に結集させるかに関する理解を深める

のに役立つ。 

• マルチステークホルダーコアリッショ

ンと社会運動を強化し、問題解決、

ボトムアップの取り組み、アドボカシ

ー、調整、実行支援をステークホルダ

ーグループや専門領域を超えて推進す

ることで、国際組織や政府間協力によ

るアクションを補完する。	 

• 人新世に適応した国内政策を整備し、

国際協力を推進する。各国は、科学的

根拠に基づく政策立案や進捗の測定の

ための制度やプロセス、そして政治的

優先課題のバランスを図るための新し

い方策を必要としている。各国（特に

富裕国）は他国やグローバル・コモン

ズに与える負の波及効果を追跡し、抑

制しなければならない。また、国際舞

台においては、持続可能な開発を前進

させるという全体目標の下で、二国間

または多国間関係を組み立てる「グリ

ーンディール外交」を検討すべきであ

る。例えば、信頼できる前例を作り、

外交、貿易政策、開発支援、その他対

外政策によってフォローアップするな

どが考えられる。12グローバル・コモン

ズ・スチュワードシップにはこのよう

な新たな国際ガバナンスのメカニズム

が必要である。	 

• 環境に害を与える違法行為に対処す

る。そのために国内で高い法的基準を

支持、執行し、互いの国の法を尊重

し、サプライチェーンの透明性を強化

し、マルチステークホルダーコアリッ

ションによって取り組みを推進する。

これには、違法行為の範囲を拡大して

環境害に対するアカウンタビリティと

遂行責任を徹底することも含まれる。
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アクションレバー2：経済、金融、
インセンティブの見直し

• 財政政策をグローバル・コモンズ・ス

チュワードシップと合致させる。炭素

やその他の有害物質に妥当な価格を設

定することにより、グローバル・コモ

ンズへの損害にアカウンタビリティを

課す、有害な補助金を段階的に廃止す

るまたは用途を変更する、公的調達の

戦略的活用を推進する、税源侵食・利

益移転を防ぎ、各国がグローバル・コ

モンズ・スチュワードシップに投資す

るための財政手段を備えるなどの方法

が考えられる。 

 

• グローバル・コモンズの保全に資金を

投じる。4つの転換のそれぞれには官民

からの大規模な投資が必要となる。国

の開発銀行や多国間金融機関は、他の

公的な投資の仕組み（公的年金基金な

ど）と共に、長期的資本の投入に重要

な役割を担う。これらの機関はポート

フォリオがサステナビリティ影響評価

をクリアしていることを確認するとと

もに、ブレンデッド・ファイナンスを

活用し、民間投資がグローバル・コモ

ンズ・スチュワードシップのために投

入され、活かされるよう支援しなけれ

ばならない。また、生態系サービスに

対する支払いについては、基金の設立

や自然の再生を目的とした市場の構築

などの方法が考えられる。 

• ビジネス・金融セクターのインセンテ

ィブをグローバル・コモンズ・スチュ

ワードシップと一致させる。4つのシ

ステム転換に民間資本を動員するため

に、それぞれの国や国際社会には金融

規制および企業会計基準改革（リスク

の測定・開示・管理義務を含む）、自

然資本を含めた国民経済計算の拡大、

そして国のウェルビーイングを測るも

のさしとしてGDP（国内総生産）を補

完する測定項目の導入が求められる。

企業リーダーは社会を犠牲にした個人

の利益がもはや容認されないことを認

識し、ネットポジティブなビジネス戦

略に力を注がなければならない。金融

機関はポートフォリオを見直したうえ

で、科学的根拠に基づき、外部の検証

4

図4
グローバル・コモンズ・スチュワードシップを前進させている
マルチステークホルダーコアリッションの例
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データの活用

14



が可能な脱炭素化目標や、その他のサ

ステナビリティ目標に向けた転換のた

めの資金を調達する手段を開発すべき

である。 

アクションレバー3：変化に向けた
合意形成のための包摂性、公平性の
確保

• 公平性と透明性を備えた参加型の転換

を設計する。グローバル化は数十億の

人々に繁栄をもたらした一方で、基本

的ニーズが満たされない人もいまだ

数多く存在し、新型コロナウイルス感

染症の世界的大流行は数百万人を極度

の貧困に陥れた。最貧国の多くはグ

ローバル・コモンズの崩壊による影響

を特に受けやすい。富裕国は世界の環

境負荷の軽減に対して責任を負う立場

として、各国で行われる環境にやさし

く、レジリエントで包摂的な開発を支

えるために、双方に利益のある平等な

パートナーシップを構築しなければな

らない。変革に着手する際、各国は労

働者、労働組合、その他のステークホ

ルダーを、公正な移行を促進する経路

の設計と実行にどのように関与させる

かについて、エネルギーの脱炭素化か

ら得られた教訓を活かすべきである。

移行基金や教育、技能、再教育に対す

る大規模な投資といった手段は、脱炭

素化政策がもたらした後退的側面の一

部を好転させるのに役立つと考えられ

る。また、国内、国際両方の高い野心

と連帯感を両立していくことも重要で

ある。 

• グローバル・コモンズの管理者たる先

住民族や地域コミュニティを尊重し、

擁護する。この点は重要な生息地、特

に陸と海の生物圏を管理するうえでの

要である。先住民族や地域コミュニテ

ィの尊重とはその実体的権利（土地な

どに対する権利）と手続的権利（十分

な情報に基づいた、自由意思による事

前の同意や、情報、公正性などに対す

る権利）を認め、支持することを意味

する。企業と政府はこれらの権利を尊

重するだけでなく、ローカルとグロー

バルのコモンズに資する包摂的で公平

な意思決定において、先住民族の声を

聞き、先住民族が持つ技や知識を取り

入れなければならない。 

アクションレバー4：イノベーショ
ン、テクノロジー、データの活用

• 国のイノベーションシステムと産業戦

略に注目し、4つのシステム転換に求

められるテクノロジーニーズと合致さ

せ、繁栄のために活用する。例えば、

イノベーションチャレンジを開始し、

グローバル・コモンズ・スチュワード

シップのために有用なテクノロジーベ

ースのソリューションを特定する。	 

• トラッカーを普及させ、進捗を測定

し、データギャップを埋め、グローバ

ル・コモンズ・スチュワードシップに

役立つデータ収集を行う。アカウンタ

ビリティを強化し、関心を集めるため

にステークホルダーがまず取り組むべ

きは、直接的、間接的影響の透明化（

グローバル・コモンズ・スチュワード

シップ（GCS）指標を用いるなど）、

システム転換の進捗モニタリング（シ

ステム・チェンジ・ラボによる評価な

ど）、国のポリシー・アクション・

トラッカーのサポート（エネルギー転

換を評価するクライメート・アクショ
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ン・トラッカー（CAT）の教訓を活か

すなど）である。企業やグローバルか

らローカルに至るさまざまなレベルで

大きなデータギャップがいまだ解消さ

れていないが（化学汚染物質/新規化

学物質、生物多様性、エアロゾル、海

洋に関するデータなど）、現在ではわ

ずかなコストで不足を埋めることがで

き、リアルタイムデータポータルや人

工知能もデータインパクトを高める助

けになる。	 

• サイバー領域を強化する。グローバ

ル・コモンズ・スチュワードシップの

重要手段であるインターネットその他

のデジタルテクノロジーの、透明性の

高い開かれた管理を推進する。

グローバル・コモンズ・スチュワードシッ

プ・フレームワークとその中核的考え方

の導入は、システム転換のモデリング、測

定、追跡など複数の手段によって支えら

れている。これらの成果の総称がグローバ

ル・コモンズ・スチュワードシップ・イニ

シアチブ（GCSI）である。	

GCSIのすべての構成要素（GCS指標、PIK/

アース・コミッション・モデリング、シ

ステム・チェンジ・ラボの結果）が同じメ

ッセージを告げている。すなわち、シス

テム転換の進展スピードと規模はプラネタ

リー・バウンダリーの枠内での持続可能

な開発を達成するには極めて不十分であ

り、GCSフレームワークに示すアクショ

ンレバーを通じたプロセスの加速が急務で

ある。
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グローバル・コモンズ・スチュワードシップ・イニシアチブ（GCSI） 
のその他の構成要素

グローバル・コモンズ・スチュワードシップ・フレームワークに加え、GCSIでは以下のイ

ニシアチブを推進している（それぞれの成果物は別文書でも説明されている）：

• GCS指標（持続可能な開発ソリューション・ネットワーク（SDSN）、イェール大学・

環境法政策センター、東京大学グローバル・コモンズ・センターで共同開発）はグロ

ーバル・コモンズに対する国内の影響と、貿易や消費のより幅広い影響（いわゆる 

「国際的越境負荷」）の両方を評価対象としている13。富裕国の経済活動は国際的越境

負荷に占める割合が最も大きく、仮にそれぞれの国の国内影響が妥当に見えたとして

も、国際的越境負荷を加味すると、その経済活動が持続可能でないことが明らかにな

る。貿易は収入と繁栄の重要な源泉であるが、食料や工業製品を持続不可能な形で生

産すれば、森林破壊や温室効果ガス排出量の増加、その他の負の影響などを通じて、

環境劣化を助長する。G20参加国は持続可能な消費・生産システムに向けた転換の加速

と、グローバル・コモンズの管理の見直しに特別な責任を負っている。今後のGCS指

標評価ではデータの質と詳細度の改善が期待され、また、GCSIではサプライチェーン

を通した国際的越境負荷の効果的な抑制と、グローバル・コモンズ・スチュワードシ

ップの推進に資するアクションや政策の評価が行われる。そして、これらの知見を基

に、効果的な管理を拡大するための具体的ステップが提案されることになる。 

• ポツダム気候影響研究所（PIK）とアース・コミッションは、現在、人類がプラネタリ

ー・バウンダリーを超えることなく、2030年、2050年あるいはその先のSDGsを実現す

るための転換経路の学際的モデリングを進めている。既存のモデリングによって導き

出された経路は、概ね、特定の気候安定化目標の達成に狙いを定めたものであるが、

現在構築されているモデルは4つのシステム転換と2つのグローバル・コモンズドメイ

ン（気候システム、陸域生物圏）全体の相互作用を捉えるものである。この取り組み

は、プラネタリー・バウンダリーの範囲内でウェルビーイングを最大化するために必

要なシステム転換の水準を見極めることを狙いとしている。 

• 世界資源研究所（WRI）とベゾス・アースファンドが資金提供するシステム・チェン

ジ・ラボはシステム転換の進捗状況や、転換を可能にする要因の追跡調査を行なって

いる。システム・チェンジ・ラボが公表した「State	of	Climate	Action	2021」レポート

では、気温上昇を1.5°C以内に抑えるために必要な根本的転換に向けた進捗の評価が示

され、これは本報告書で取り上げるシステム転換の多くと合致している11。このレポ

ートによれば、気候に対する最悪の影響を回避するために必要な転換は十分なスピー

ドで進展していない。評価対象とする40の指標のうち、2030年目標の実現に向けて順

調に推移しているものは一つもない。正しい方向に進み、見込みはあるがスピードが

足りない変化が8つ、正しい方向に進み、スピードが大幅に足りない変化が17、残りの

転換は足踏み、間違った方向へ進行しているか、データが不足しているかのいずれか

である。レポートでは変化を可能にする基礎条件も特定されており、転換をサポート

する政策、イノベーション、強力な制度、リーダーシップ、社会規範の変化が挙げら

れている。例えば、2030年目標を達成するためには気候変動対策に対する毎年の資金

増強を13倍に加速させる必要があることなどが示されている。	
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パリの効果からグラスゴーの精神へ

ロシアによるウクライナ侵攻は平和的な国
際協力の概念に対する挑戦であり、機会で
もある。事実無根のプロパガンダを根拠
にプーチン大統領が推し進める「力こそ正
義」という軍事侵攻は、すでに脆弱化して
いたルールに基づく国際秩序に致命的打撃
をもたらすことが狙いである。その一方
で、今回の軍事侵攻は結果として世界の多
くの国々にかつてないほどの結束と決意を
もたらした。このことは、各国が共通の利
益を追求するために結束する力についての
教訓を提供する可能性がある。このところ
のウクライナ侵攻の激化を踏まえると、我
々は今こそ、この健全で回復力のある地球
システム、すなわちグローバル・コモンズ
が人類の健康と安全、繁栄の根幹であるこ
と、そしてグローバル・コモンズの責任あ
る管理のために協調すべきであることを認
識しなければならない。そのためには、 
新しい堅牢なガバナンスの仕組みが必要 
である。

現在の状況はグローバル・コモンズ・スチ
ュワードシップの前進にとって空前の機
会である。パリ協定の採択から5年が経過
し、世界のGDPの50%以上に相当する国や
地域がネットゼロ目標を掲げるに至った14
。地球の気温上昇を1.5°C以内に抑えるため
には、2030年を期限とする挑戦的短期目標
を含むネットゼロに向けた道筋の構築など
について、さらなる努力が必要であるもの
の、これらの取り組みにより、企業が追随
するための条件は整いつつある。具体的に
は、明確な長期目標と、新規技術開発のた
めのイノベーションや公的支援（再生可能
エネルギーの固定価格買取制度など）を背
景に、多くのアナリストの予想をはるかに
上回るペースで技術進歩が果たされ、いわ
ゆる「パリ効果」が現れている14。これに
よって、再生可能エネルギーは今や、多く
の市場において化石燃料由来電力よりも安
価になった。EVが内燃機関に取って代わり
つつあり、水素航空機の開発が進められ、

さまざまな産業が脱炭素化を中心にした構
造に変化しつつある。気候変動がますます
常態化した現実となるにつれ、その影響の
緩和と適応の必要性に対する人々の意識は
かつてないほどに高まっている。	

エネルギーシステムの脱炭素化に向けたピ
ースが揃いつつあるとしても、パリ協定の
目標を達成するためにはさらに多くの努力
が必要である。世界の温室効果ガス排出量
はいまだ増加傾向にあり、各国の目標は強
化されているとは言え、まだまだ不十分
である15。グラスゴーで開かれたCOP26の
明確なメッセージは、話し合いから実行
へのシフトであった。政府間交渉は一定の
成果に留まったものの、この国際会議の真
に注目すべきポイントは、大規模な脱炭素
化の必要性の下で、多くの勢力が結束し
たことである。例えば、Glasgow	Financial	
Alliance	for	Net	Zero（GFANZ）は既存のイ
ニシアチブと世界45カ国、450を超える金
融機関を包括する組織であり、その資産総
額は130兆ドルを超え、金融と実体経済にお
ける科学的根拠に基づく脱炭素化を推進し
ている。また、各種のイベントを通じて、
国別、セクター別、あるいは企業別の大幅
な脱炭素化経路に注目が集まっている。こ
うした「グラスゴーの精神」を実行に移す
には、政策立案者と企業リーダーの独創性
と果断の姿勢が必要であり、これを支える
のが、汚染源となる技術の恩恵を受けてい
る既得権益に立ち向かう市民や若者たちの
強い支持である。グローバル・コモンズの
保全には経済システム全体の転換が必要不
可欠であり、勢いを失うことなく追求し続
けなければならない。

開発、格差、重要な地球システムの健全性
に関わる課題は密接に結びついており、そ
の解決策も同様である。すべての国にプラ
ネタリー・バウンダリーの限界値を超えな
い範囲で国民のニーズに応える努力が求め
られるべきであり、開発と持続可能性が対
立することがあってはならない。SDGsは
社会の発展と環境の持続可能性を正しく包
含している。社会的包摂と人間のウェルビ
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ーイングなくして、社会がプラネタリー・
バウンダリーを超えないために必要な転換
を実行し、維持することは不可能であろ
う。これまでとは違った新しい公平な解決
策が必要であり、それは国際貿易が引き起
こした越境負荷と同様、多分に国際的側面
を伴う。そしてその成功には、社会全体に
恩恵をもたらし、国と世界の両方で格差を
是正する公正な移行に向けた明確な道筋が
必要不可欠である。さらに、すべての人々
にとっての基本的ウェルビーイングを改善
しながらグローバル・コモンズに対する圧
力を抑制するためには、不必要な資源の利
用を排除する需要側の対策が重要となる。

国際協力を通じて、グローバル・コモンズ
の保全を目的とした共通アプローチを軸に
各国の力を結集できる。例えば、経済協力
開発機構（OECD）は国際的な税制改革の
仲介役を果たし、カーボンプライシングの
ための統一的評価枠組みを提案している。

企業、市民社会団体、消費者、投資家が参
加する新しいマルチステークホルダーコア
リッションが多国間協力を補完する力強い
動きを生み出している。こうした活動は多
国間メカニズムを時に麻痺させるような行
き詰まりの打破に寄与することが期待され
る。特に、市民社会団体は、アカウンタビ
リティ、効果的なコミュニケーション、ス
テークホルダーのエンゲージメント強化を
推進する力になり得る。こうした力の結集
がより一層必要であり、そして、自らを駆
り立て、ギアを上げてこの先の課題に立ち
向かうために、若者たちの声を拡散してい
くことが必要である。

プラネタリー・バウンダリーを守るため
に、企業にも重要な役割が求められる。企
業の長期的成功は人間と地球の健康にかか
っている。SDGsの実現と再生型経済への
転換に貢献することは、数兆ドル規模のビ
ジネスチャンスとなる。すべての大手企業
が科学的根拠に基づく目標を公約しなけれ
ばならない。利益の追求と、グローバル・
コモンズ・スチュワードシップに向けたシ

ステム転換の実現に積極的に参加する姿勢
とを両立できない企業には、もはやソーシ
ャルライセンスは与えられないのである。

教育は、安全かつ公正な領域内で機能する
グローバル経済への移行を実現し、維持す
るうえで、複数の重要な役割を果たす。教
育へのユニバーサルアクセスは科学的理
解とイノベーションに欠かせない土台であ
る。各大学や研究組織は、次世代リーダー
の育成と持続可能な開発のための実用的問
題解決に特別な責任を負っている。	

人間が地球に与える影響をプラネタリー・
バウンダリー内に抑えるべき時が来てい
る。我々は無策がこの地球上の全人類に与
える壊滅的代償に気づいている。そして大
国同士が世界の覇権争いを続けている状況
で、国際協力がいかに遅々として進まな
いか、またいかに困難なものになるかを知
っている。しかしながら、各種の問題を慎
重に検討してみると、グローバル・コモン
ズの保全を速やかに進展させることは可能
であると確信できる。そのためにはすべて
のステークホルダーとすべての経済セクタ
ーを巻き込んだ大胆な行動変革が必要であ
る。「パリ効果」とこの数年に見られる前
進は明るい材料だ。4つのシステム転換に
意識を向ければ、最終的には人間の創意工
夫と協力がまさるはずである。もはや誰も
傍観者ではいられない。より良い将来への
闘いに全員参加を呼びかける時である。	
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目標を設定し、ガバナンス
と制度を整合させる：

• 目標と経路を決める：4つのシ

ステム転換について、戦略に

基づいて具体的な国の中期・

長期目標（2030年、2050年な

ど）を定め、そのうえでこれ

らの目標を長期的経路に従っ

たアクションに落とし込む。 

• 政策立案プロセスを整合さ
せ、監視を徹底する：転換
を実行可能なものとするため
に、主要な省庁にまたがる政
策決定を統合する。例えば、
グローバル・コモンズを保全
するためには食料や生物多様
性に関する戦略を組み込む必
要がある。立法府と司法府が
監視とアカウンタビリティに
重要な役割を負う。英国の気
候変動委員会に代表されるよ
うに、それぞれの国で独立し
た法定諮問機関を立ち上げる
方法も考えられる。 
 
 
 
 

• 国際的越境負荷に対処する：

国際的越境負荷を政策立案プ

ロセスに常に組み込む（統計

データ、コスト・ベネフィッ

ト評価、貿易協定など）。 

• グローバル・コモンズ外交 

を推進する：グローバル・コ

モンズ・スチュワードシップ

を21世紀の外交の中心的枠組

みとして導入し、クリーンテ

クノロジー、資金供給、越境

資源の共同管理、環境犯罪の

根絶などに関して協力を検討

する。	 

• グローバル・コモンズのガバ
ナンスを強化する：既存の制
度を強化し、新しい国際ガバ
ナンスの仕組み（国際的法的
枠組みなど）を構築すること
で、グローバル・コモンズの
利用や保全に関する重要な問
題を管理し、紛争の可能性の
ある領域を仲裁する合法的な
場を整備する。この際、グロ
ーバル・コモンズを妨害する
一方的な行為のリスクを認識
し、これら重要な地球システ
ムの健全な機能を保全し、回
復することが、世界にとって

利益であることを強調する。

経済、金融の見直し

• 包括的な豊かさの指標を検 

討する：国連環境・経済統合 

勘定（SEEA）を用いて国の 

会計枠組みを自然資本を含 

めた形に拡大し、OECDの 

「より良い暮らし指標（Better	

Life	Index）」やニュージー

ランドの「Living	Standards	

Framework	」に代表されるよ

うな人間のウェルビーイング

を測定するための新しい指標

の構築を検討する。	 

• 財政的インセンティブを再構

成する：自然資本の劣化に伴

う社会的費用を組み込み（炭

素税・資源税の導入、有害な

補助金の用途変更など）、生

態系サービスに対する支払い

を推進する。政府は、健全な

税基盤を確保するために、税

源侵食と利益移転を抑制する

国際的取り組みを支援する必

要がある。	 

• 投資活動を見直す：公共調達

と公的機関によるすべての投

資（国の投資銀行、政府開発

政府向けアクションアイテムA.1

但し書き：政府、企業、国際組織、市民

社会団体がグローバル・コモンズ・スチ

ュワードシップの課題を単独で解決する

ことは困難である。あらゆるレベルのス

テークホルダーの密な連携が必要不可欠

であり、サイロ化したアプローチでは失

敗する可能性が高い。したがって、すべ

てのアクターに、力を合わせ、効果的な

マルチステークホルダーコアリッション

に加わることを呼びかけたい。
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援助（ODA）、公的年金基金

など）とグローバル・コモン

ズ・スチュワードシップを合

致させ、技術シフトの加速と

新しいクリーンテクロジー市

場の構築を促す。 

• ブレンデッド・ファイナンス

を活用する：4つのシステム転

換を活性化させる投資に協調

融資を動員するための構造や

戦略を導入する。例えば、規

制による制限の合理化、銀行

融資可能なプロジェクトパイ

プラインの構築、ブレンデッ

ド・ファイナンスの主流化・

拡大など。	 

• 金融システム改革を行う：金

融の基準や規制を改革し、資

本市場を環境、社会、ガバナ

ンスの目標を脅かす金融活動

から脱却させる（EUタクソノ

ミー、気候関連財務情報開示

タスクフォース（TCFD）、

自然関連財務情報開示タスク

フォース（TNFD）、健全性

基準・企業会計基準など）。	 

 

社会的包摂性、公平性の強化

• 公平性と透明性を備えた参加

型の転換を設計する：（透明

性の高い参加型意思決定プロ

セスなどを通じて）正当性を

確保し、（公正な移行基金な

どを通じて）コストとベネフ

ィットの公正分配を徹底す

る。事前の戦略計画の中に必

ずこの点を組み込み、賛同を

得て、進捗を維持する。 

• 先住民族と地域コミュニティ

を守り、尊重し、関与させ

る：ローカルとグローバルの

コモンズに資する包摂的で公

平な意思決定を推進する。こ

れらの集団は重要な知識の提

供者であるだけでなく、自然

システムの責任ある管理に重

要な役割を果たすことができ

る。そのための出発点は先住

民族または地域コミュニティ

の実体的権利（土地などに対

する権利）と手続的権利（自

由意思による事前の十分な情

報に基づく同意、情報、公正

などに対する権利）を認め、

支持することである。	 

• 国際協力に加わる：ODAはグ

ローバル・コモンズ・スチュ

ワードシップを推進し、2030

年までに開発途上国における

極度の貧困に終止符を打つた

めに不可欠である16。資金協

力や技術協力の水準を引き上

げることに加え、ODAの可能

性を最大限活かすためには明

確な基準と効果の測定が必要

である。 

イノベーション、テクノロ
ジー、データの活用

• ミッション志向のイノベー 

ションを推進する：エビデン

スに基づくミッション志向の

イノベーションと産業戦略を

策定し、イノベーションとそ

の大規模な展開を促進するた

めに必要な、長期的資金供給

と方向性を示す（例えばイノ

ベーションチャレンジ、リ

アルワールドラボラトリー、

研究ネットワークなどを通じ

て）。 

• グローバル・コモンズ教育を

通じてイノベーションを推進

する：教育のユニバーサルア

クセスはイノベーションに欠

かせない土台を提供する。環

境課題の理解を含む科学リ

テラシーを高めることによっ

て、アクションに対するコン

センサスが生まれ、誤った情

報から人々を保護することが

できる。	 

• アカウンタビリティのための

新しいデータの活用：リモー

トセンシングをはじめとする

新しいデータ技術の力を活用

しながらアカウンタビリティ

を強化し、グローバル・コモ

ンズの状況に関する理解を深

める。 

• 安全なサイバー領域を確保す

る：テクノロジー企業の国際

協力やアカウンタビリティの

仕組みを強化し、サイバー犯

罪やフェイクニュースを防

ぐ。	
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企業・金融セクター向け
アクションアイテム

A.2

目標を設定し、ガバナンス
と制度を整合させる

• 科学的根拠に基づく目標を設

定する：サプライチェーン全

体にグローバル・コモンズ・

スチュワードシップの概念を

取り入れ、科学的根拠に基づ

く目標を設定する。 

• 目標をアクションに落とし込

む：実行すべきビジネスモ

デル転換、資本コミットメン

ト、その他の変革を支えるた

めに計画されている投資のほ

か、指標、中間目標、報告計

画及びその評価指標を明記し

た詳細なGHGネットゼロ戦略

を策定する。また、4つのシ

ステム転換に対する具体的貢

献を明らかにする。持続可能

な開発のための経済人会議 

	（WBCSD）の「ビジョン2050」

には9つの転換経路が説明さ

れており、ビジネスリーダー

向けに主要な転換とアクショ

ン領域に関する詳細を提供し

ている。	

• システム転換を支持し、推進

する：現状維持のためのロビ

ー活動を行うのではなく、シ

ステム転換の推進に積極的に

参加する。政策立案者を支援

し、理想的な行動と結果を効

果的に実現する政策設計を助

けることによって、不適切な

規制や不確実性によるコスト

を回避できる。マルチステー

クホルダーコアリッションへ

参加することで、共通の課題

を解決したり、ファーストム

ーバーの不利を克服できるな

ど、国内または主要産業全体

でのシステム転換を推進する

ことができる。 

 

経済、金融の見直し

• 価値創造モデルを刷新する：

多様なステークホルダーに

長期的に与える影響を認識

し、内在化することによっ

て価値を引き出すのではな

く、長期的な価値を生み出

すネットポジティブビジネ

スモデルに移行する。事業

活動に伴う直接的、間接的

影響に対するアカウンタビリ

ティを果たすために、内外

への報告と戦略的意思決定

のプロセスの整備を主導し

（TCFD、TNFD、ISSB、EUタ

クソノミーなど）、よりレジ

リエントで再生可能なビジネ

スモデルに移行する。 

• 資金を動員する：金融機関は

ポートフォリオのグリーン化

に努めるだけでなく、環境負

荷の大きな産業が科学的根拠

に基づく移行経路を進むため

の投資を動員する手段（トラ

ンジションボンドなど）を構

築しなければならない。 

社会的包摂性、公平性の強化

• 公正な移行に向けて積極的に

取り組む：	転換によって負

の影響を受けるセクター・地

域・労働者に配慮するため、

前向きな対話に参加する。公

正な移行戦略を立てるにあた

ってはこれら影響先の利害を

保護しなければならない。例

但し書き：政府、企業、国際組織、市民

社会団体がグローバル・コモンズ・スチ

ュワードシップの課題を単独で解決する

ことは困難である。あらゆるレベルのス

テークホルダーの密な連携が必要不可欠

であり、サイロ化したアプローチでは失

敗する可能性が高い。したがって、すべ

てのアクターに、力を合わせ、効果的な

マルチステークホルダーコアリッション

に加わることを呼びかけたい。
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えば、負の影響を軽減し、 

利益を共有するための保証、

教育訓練、投資を提供するな

どといった取り組みが必要で

ある。 

• 先住民族と地域コミュニティ

を尊重する：企業には先住民

族または地域コミュニティの

実体的権利（土地などに対す

る権利）と手続的権利（自由

意思による事前の十分な情報

に基づく同意、情報、公正な

どに対する権利）を認め、支

持する姿勢が重要である。事

業活動によって直接的または

間接的影響を受ける先住民族

や地域コミュニティを守り、

尊重し、関わらせる必要があ

り、ローカルおよびグローバ

ル・コモンズに資する包摂的

で公平な意思決定を推進しな

ければならない。 

 

 

 

 

イノベーション、テクノロ
ジー、データの活用

• イノベーションの方向性を定

める：官民パートナーシッ

プ、イノベーションチャレン

ジ、マルチステークホルダー

コアリッションなど、4つの

システム転換を前進させる領

域のイノベーションと投資に

重点を置き、ソリューション

のテスト、精緻化、規模の拡

大を迅速に進める。 

• アカウンタビリティを果た

す：グローバル・コモンズに

関するデータの創出・統合を

担うイニシアチブに投資し、

ソリューションの早期需要

を提供することによってサプ

ライチェーン全体の透明性と

アカウンタビリティを確保す

る。このデータを内部データ

と組み合わせて一般に公開

し、環境、社会、ガバナンス

の影響を強調し、証明する。 

• データコラボレーションを推

進する：グローバル・コモン

ズの管理とサイバー領域の責

任あるガバナンスを強化する

ため、国際的、セクター内、

マルチステークホルダーコア

リッションに参加し、データ

と新しいガバナンス手法の可

用性、質、活用の改善に取り

組む。 

 

• サイバー領域を強化する：新

しいガバナンスメカニズムな

ど、正規の国際的取り組みを

通じて協力し、サイバー犯罪

やフェイクニュースなど現在

の運用における副産物と考え

られるサイバー領域の有害な

影響に対抗し、最小化する。
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市民社会・マルチステークホルダー
コアリッション向けアクションアイテム

A.3

目標を設定し、ガバナンス
と制度を整合させる

• グローバル・コモンズ・スチ

ュワードシップを支持し、

アカウンタビリティを推進す

る：グローバル・コモンズを

守るために国家間、国、地

域、自治体レベルで目標を設

定し、挑戦的なアクションを

講じる必要性を支持する。市

民社会は政府や企業のアカウ

ンタビリティや透明性を確保

する上で、重要な役割を果た

す。 

• 教育と力の結集に取り組む：

科学的根拠に基づく議論と感

情に訴えるメッセージを基

に、グローバル・コモンズと

その責任ある管理の重要性を

一般市民や関係ステークホル

ダーグループにわかりやすく

伝える。公的な議論を呼び起

こし、誤った情報を否定する

ことに貢献する。

• アクションに対するコンセン

サスを形成する：目標をセク

ター、地域、企業にとって適

切かつ具体的なものにする。

（例えばセクターの転換つい

ての）大多数の見解と、（政

府が提供すべき実現条件な

ど）他のアクターへの具体的

要求を仲介する。 

• グリーンウォッシングを監視

する：企業または政府による

グリーンウォッシングの防

止と摘発のために、常に監視

し、圧力をかける。 

• 包括的な豊かさを重視するア

プローチを支持する：自然と

社会のウェルビーイングとと

もにある発展にアカウンタビ

リティを課すための主要な尺

度を拡張するアプローチを提

唱、開発し、試験的に運用す

る。 

 

 

社会的包摂性、公平性の強化 

• 重要ステークホルダーの正当

な参加を保証する：関連する

すべてのステークホルダー、

特に若者、将来の世代、先住

民族、地域コミュニティ、貧

困層など排除されやすい集団

に発言権を与える。包括的で

公平な意思決定を推進し、集

団の実体的権利（土地などに

対する権利）と手続的権利（

自由意思による事前の十分な

情報に基づく同意などに対す

る権利）の擁護を促進する。	 

• 公正な移行に向けて活動す

る：公正な移行戦略の支持、

構築において役割を果たす。

例えばステークホルダーの話

し合いの仲立ちや提案など。 

• 人間開発の促進：社会サービ

スや基本的なインフラへの普

遍的なアクセスなど、SDGsを

通じた人間開発の促進が、長

但し書き：政府、企業、国際組織、市民

社会団体がグローバル・コモンズ・スチ

ュワードシップの課題を単独で解決する

ことは困難である。あらゆるレベルのス

テークホルダーの密な連携が必要不可欠

であり、サイロ化したアプローチでは失

敗する可能性が高い。したがって、すべ

てのアクターに、力を合わせ、効果的な

マルチステークホルダーコアリッション

に加わることを呼びかけたい。
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期的に持続可能な転換の重要

な前提条件となることに着目

する。 

• キャパシティビルディングに

取り組む：民間投資を呼び込

むために重要な、後発途上

国のキャパシティビルディン

グ、技術移転、パイロットプ

ログラムを支援する。 

 

イノベーション、テクノロ
ジー、データの活用

• イノベーションを推進する：

グローバル・コモンズ・スチ

ュワードシップのための4つ

のシステム転換に資する重要

イノベーションに資金を供給

する（イノベーションチャレ

ンジを通じてなど）。イノベ

ーションを推進するために、

イニシアチブを立ち上げ、参

加する。 

• グローバル・コモンズ教育を

通じてイノベーションを促

す：教育のユニバーサルアク

セスはイノベーションに欠か

せない土台を提供する。環境

課題の理解を含む科学リテラ

シーを高めることによって、

アクションに対するコンセン

サスが生まれ、誤った情報か

ら人々を保護することができ

る。SDGsやグローバル・コモ

ンズを教育、研究、問題解決

のフレームワークとして活用

することで、アカデミアにお

けるサイロ化を打ち破り、実

際的研究の指針とすることが

できる。 

• データの入手性と可用性を高

める：特にグリーンウォッシ

ングをあばく目的でデータを

オンラインでリアルタイムに

無償公開し、他のステークホ

ルダーにとって使いやすくす

る。	 

• コラボレーションを推進す

る：グローバル・コモンズの

スチュワードシップとサイバ

ー領域の責任あるガバナンス

を強化するため、国際的、セ

クター内、マルチステークホ

ルダーコアリッションに参加

し、データと新しいガバナン

ス手法の可用性、質、活用の

改善に取り組む。
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国際組織・金融機関向け
アクションアイテム

A.4

目標を設定し、ガバナンス
と制度を整合させる 

• 優先順位をグローバル・コモ

ンズ・スチュワードシップと

整合させる：業務やプロセス

を見直し、グローバル・コモ

ンズの保全と4つのシステム

転換の実現と合致させる。	 

• 国際法を強化する：グローバ

ル・コモンズを管理するため

の法的アプローチを推進、支

援し、国際基準を設定、強化

する。例えば環境犯罪の防

止、貿易の透明性強化、環境

を対象とする国際的法的枠組

みの整備（環境破壊を国際犯

罪と認識するなど）に取り組

む。	 

 

リージョン内のコラボレーシ

ョンを推進する：共有のバイ

オームや河川流域あるいは電

力プールといった共有インフ

ラなど、地域内コラボレーシ

ョンの必要性から生じる困難

な政策・金融課題に対して仲

介者、イネーブラーとして貢

献する。 

 

 

経済、金融の見直し 

• 金融と転換経路を合致させ

る：グローバル・コモンズ・

スチュワードシップに向けた

国の経路に国際金融を合致さ

せる。例えば、エネルギーフ

ァイナンスと国の脱炭素化経

路を一致させるなど。資金供

給その他の重要アクションを

コミットする前に、グローバ

ル・コモンズへの影響に焦点

を当てたサステナビリティ影

響評価を実施する。 

 

 

 

 

社会的包摂性、公平性の強化 

• 人間開発の促進：社会サービ

スや基本的なインフラへの普

遍的なアクセスなど、SDGsを

通じた人間開発の促進が、長

期的に持続可能な転換の重要

な前提条件となることに着目

する。	 

• 開発支援と気候ファイナンス

を活用する：貧困国がSDGsを

達成し、国際的な公平性を確

保するために、引き続き重要

なODAと気候ファイナンスの

義務を果たす。ODAの可能性

を最大限活かすためには明確

な基準と測定が欠かせない。

金融に関する公正な国際的 

取り決めなくして、グローバ

ル・コモンズを保全すること

は不可能である。 

• キャパシティビルディングに

取り組む：民間投資を呼び込

但し書き：政府、企業、国際組織、市民

社会団体がグローバル・コモンズ・スチ

ュワードシップの課題を単独で解決する

ことは困難である。あらゆるレベルのス

テークホルダーの密な連携が必要不可欠

であり、サイロ化したアプローチでは失

敗する可能性が高い。したがって、すべ

てのアクターに、力を合わせ、効果的な

マルチステークホルダーコアリッション

に加わることを呼びかけたい。
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むために重要な、後発途上

国のキャパシティビルディン

グ、技術移転、パイロットプ

ログラムを支援する。 

• 先住民族と地域コミュニティ

を尊重する：すべてのプロジ

ェクトにおいて、地域・ロー

カルレベルで先住民族と地域

コミュニティを保護し、尊重

し、エンパワーメントを図

る。 

イノベーション、テクノロ
ジー、データの活用

• イノベーションを推進する：

グローバル・コモンズ・スチ

ュワードシップのための4つ

のシステム転換に資する重要

イノベーションに資金を供給

する（イノベーションチャレ

ンジを通じてなど）。イノベ

ーションを推進するために、

イニシアチブを立ち上げ、参

加する。 

• データの品質と利用可能性に

ついて基準を定める：国連統

計委員会（UNSC）、OECD、

その他機関が定める国際基準

を活用するなど、透明性の向

上に努め、グローバル・コモ

ンズの状態を追跡するために

新しいテクノロジーの力を活

用する。
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	過去1万2千年にわたり現代人は、世界の偉

大な文明の勃興を可能にした比類なき安定

の時代である「完新世」を享受してきた。

ところが今、我々は人類がただ一つの種と

して地球環境を支配する新しい地質学的時

代、「人新世」にいる3。1900年以降、世界

の人口は約5倍、世界の総生産は80倍に増

加した4。人類は世界の再生可能、非再生資

源の消費を拡大し続けており、持続不可能

な量の廃棄物や汚染物質を排出している。

そして実際、人類の行動は炭素循環と窒素

循環、海洋、雪氷圏などの地球システムを

変容させ始めているのである。

2009年、科学者たちは地球の環境収容力、

すなわち「プラネタリー・バウンダリー（

地球の限界）」5,6を発表した。これは重要

な地球システムを維持し、人類の安全な

活動空間を確保するために尊重しなければ

ならない地球の収容力の限界を示したもの

である。このプラネタリー・バウンダリー

は、以下の9つのサブシステムから構成さ

れている。

• 気候変動

• 生物多様性

• 土地利用の変化

• 淡水の消費

• 生物地球化学的循環

• 海洋の酸性化

• 大気エアロゾルの負荷

• 成層圏オゾンの破壊

• 新規化学物質

これらのプラネタリー・バウンダリーのう

ちいくつかはすでに限界値を超えているこ

とが判明している（図５）。一部は不確実

な領域、それ以外は十分なデータがない。

このまま行けば、近い将来、他の多くのプ

ラネタリー・バウンダリーも限界値を超え

ると予想され、そうなれば人類文明はもち

ろん我々の生存すらも脅かされることに

なる7。

グローバル・コモンズの保全B
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現在の軌道は、明らかに持続不可能であ

る。地球システムを守るためには、この軌

道を大きく変えなくてはならない。プラネ

タリー・バウンダリーを超えることなく、

人類の繁栄とすべての人々の幸福を促進す

るためには、抜本的な転換が必要なのであ

る。しかし、以下に述べる通り、地球シス

テム安定化戦略を成功させるには、不平等

の問題は避けて通れない。地球環境の変化

を引き起こしている資源利用と、汚染の圧

倒的大部分は、豊かな国々と各国の富裕層

の活動に由来している。そのため、これら

の課題をグローバルな視点で捉え、生物物

理学やテクノロジー、社会的転換の原動力

を統合した戦略を打ち出すことが必要なの

である。

 

また、プラネタリー・バウンダリーを超え

ないようにするための戦略においては、社

会経済的な開発ニーズを考慮する必要があ

る。ケイト・ラワースらは、所得や社会的

保護、保健・教育などの社会サービス、基

本的なインフラサービスへのアクセスとい

った社会的観点によってプラネタリー・バ

ウンダリーを拡張した17。この「ドーナツ

フレームワーク」は、世界中の意思決定者

に利用され始めている。

貿易とサプライチェーンが世界規模に拡

大する中、ビジネスリーダーらはグロー

バル・コモンズを守る上で重要な役割を

担っている。これはもはや任意でも利他

主義でもなく、ビジネスと経済の長期的

な成功は根本的なレベルで人々と地球の

健康にかかっているといっても過言ではな

い。COVID-19の世界的大流行は、地球シス

テムの崩壊がもたらす潜在的なコストを端

的に示すものであり、2020年から2025年ま

での累積生産高の損失は22兆ドルにも上る

と予測されている18。

不確実性領域超（リスクが高い）

不確実性領域（リスクの増大）

限界値未満（安全）

限界値定量化未了

4
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プラネタリー・バウンダリー

成
層
圏
オ
ゾ
ン
の
破
壊

気候
変動

生
物
多
様
性

新規化学物質

（
定
量
化
未
了
）

大
気
エ
ア
ロ
ゾ
ル
の
負
荷

海洋
の
酸
性

化

生物地球化学的循環

淡

水
の
消
費

土
地
利
用
の
変
化

リ
ス
ク
の
増
大

生
物
種

の
絶
滅

率

N

P

生
態
系

機
能
の
損
失 安全な

機能空間

（
定
量
化
未
了
）

緑は人間の活動が安全マージンの範囲内にあ

り、オレンジはその範囲を超えていることを

意味する。色が濃くなるほどリスクが増大

していく。青は安全マージンが現時点で定

義されていないことを意味する。生物多様性

は、100万種あたりの年間絶滅種数として定義

される遺伝的多様性と、機能的多様性で構成

される。生物地球化学的循環には窒素とリン

のサイクルが含まれる。Steffen	et	al.(2015),7 

Nakicenovic	et	al.(2016),9	and	Persson	et	

al.(2022)10より引用。
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これに対し、SDGsを達成し、グローバ

ル・コモンズを保全するために必要な転換

は、2030年までに最大で12兆ドル相当の経

済機会と、3億8千万人の雇用増加をもたら

す可能性がある19。このような機会を捉え

るには、大規模な投資と企業経営の抜本的

な転換が必要である。

他方で、政府と規制当局、投資家はより大

きな責任と透明性を企業に対して求めるよ

うになってきている。顧客や従業員も、環

境や社会に対する責任を果たしていない企

業との関わりを拒否する割合が高まってい

る。ユニリーバのポール・ポールマン元

CEOは、企業は「ネット・ポジティブ」に

ならなければならないと主張し、「この劇

的な変化に対応できない数多くの企業は存

続の危機に直面することになる」と述べて

いる。企業が従来通りのビジネスを続ける

のであれば、経営的に不利になり、社会か

らも受け入れられず、そのような企業で働

こうとする若い世代もいなくなるだろう20。

「ネット・ポジティブ」な企業とは、「製

品、事業、地域、国といったあらゆる規模

で、事業活動の影響を受ける従業員、サプ

ライヤー、コミュニティ、顧客、さらには

次世代の人たちや地球そのものを含むあら

ゆるステークホルダーの幸福度を向上させ

る」企業である。これは、まだどの企業も

達成していない高い目標だが、既に多くの

企業がそれを目指す旅に乗り出しており、

最終的に成功した企業はさらにレジリエン

スと魅力を獲得し、高収益を上げるように

なるだろう。	

エリノア・オストロムの有名な定義によれ

ば、「コモン・プール資源」とは、集団内

外のメンバーによる利用を注意深く管理し

なければならない有限の資源である21。そ

の注意を怠ると、コモン・プール資源の枯

渇や破壊によってすべての人が損害を被る

「コモンズの悲劇」を招きかねない。オス

トロムらは、共有の灌漑システムや森林、

放牧地、清浄な水など、地域レベルのコモ

ンズに注目したが、このコモン・プール資

源（コモンズ）の概念は、人新世における

地球システムの安定性を維持するための課

題を理解したり、自治体、国、地域、グロ

ーバル規模で適切な対応策を考案したりす

る上でも有用である。

a 	グローバル・コモンズ・スチュワードシップ・フレームワークは地球システムを対象としており、宇宙空間は

	 対象外とする22。

我々は、2つの基準を使って「グローバ

ル・コモンズ」を定義している。第一に、

「グローバル・コモンズ」は地球システム

全体が回復力と安定性を備え、人類の発展

を支えた完新世と同じような状態を維持す

るために、保護すべき生物物理学的システ

ムのことである。つまり、グローバル・コ

モンズが健全に機能する状態を維持するた

めに、プラネタリー・バウンダリーが設定

されているということだ。第二に、「グロ

ーバル・コモンズ」はローカルまたは地域

レベルのコモンズと異なり、「コモンズの

悲劇」を回避するために、国を超えた協調

的な管理を必要とするコモン・プール資源

である。後述の通り、この科学的根拠に基

づく生物物理学的なグローバル・コモンズ

の定義は、外洋や大気、南極、宇宙を対象

とする国際法を補完するものであるa	。

グローバル・コモンズの理解B.1
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ここでは、生物物理学的なグローバル・コ

モンズに焦点を当てながら、生物物理学的

世界と不可分になりつつあるデジタルシス

テムやサイバー領域についても簡単に考察

する（セクションD.4.3）。グローバルな視

点で見れば、社会的、経済的、文化的なコ

モンズがいくつも存在し、公衆衛生サーベ

イランスと疾病対策、ユネスコ世界遺産、

国際連合と国際条約、インターネット、国

際研究協力、技術交流など、数多くの例が

挙げられる。これらは人間のウェルビーイ

ングにとって極めて重要であり、生物物理

学的なグローバル・コモンズを確保する戦

略を支えるものである。

ナキチェノヴィッチら9は、主要な生物物理

学的グローバル・コモンズの特定に初めて

プラネタリー・バウンダリーの概念を応用

した。我々は、彼らの研究成果を基に、プ

ラネタリー・バウンダリーの枠内に留まる

ために保全すべきグローバル・コモンズの

5つのドメインを特定した（図6）。

 

• 気候システム：地球の「温室効果」とそ

れに関連するプロセスは、完新世の間、

安定した温度範囲を維持し、人類文明の

発展を可能にした。気候システムは、大

気中の温室効果ガス（GHG）濃度に大

きく左右され、GHG濃度は炭素循環や

その他のフィードバックに影響される。

また、大気汚染物質はエアロゾルの生成

に寄与し、気候変動を引き起こしたり、

地域に特徴的な気象パターン（例：モン

スーン）を左右するため、我々は清浄な

大気を気候システムの一部とみなして

いる。気候変動と海洋酸性化は大気中の

二酸化炭素（CO2）濃度上昇によって引

き起こされるため、気候システムの安定

は、それらに関するプラネタリー・バウ

ンダリーを直接的に改善する上で特に重

要である。また気候システムは、間接的

に土地利用の変化（例：砂漠化）や生物

多様性（例：種の生息域の変化）、淡水

の消費（例：蒸発散量の増加）を含む他

のプラネタリー・バウンダリーの変化に

も影響を及ぼしている。

4

図 6
グローバル・コモンズの5つのドメイン

エアロゾル、
大気組成・循環、炭
素循環、季節風

アマゾン熱帯森林・北
方林、淡水、草原/ツ

ンドラ、
永久凍土層、土壌炭素

吸収

北極の海氷、東南極氷
床・西南極氷床、

グリーンランド氷床、
内陸氷河

酸性化、貧酸素化、
生物多様性、サンゴ礁、

エルニーニョ、
メタンハイドレート、

海流

成層圏オゾン層

気候システム 陸域生物圏 極地氷床・氷河オゾン層 海洋

グローバル・コモンズの5つのドメインは、生物物理学的なグローバル・コモンズのさまざまなシステムで構成されている。

個々のグローバル・コモンズは地球システムの安定性に影響する生物物理学的システムであり、各国の協調的管理を通じてのみ保全が可能になる。グローバ

ル・コモンズは密接な相互依存関係の中で成り立ち、自治体、国、地域、グローバルレベルで統合的な戦略を講じることによって保全しなければならない。
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• オゾン層：成層圏上部の薄いオゾン層

は、人間をはじめとする生物にとって

有害な太陽からの紫外線を吸収する。

「オゾンホール」の出現が示す通り、

オゾン層は人間の活動による影響を非

常に受けやすく、それによって成層圏

のオゾン層破壊というプラネタリー・

バウンダリーを超えてしまう可能性が

ある。またオゾン層は、間接的に機

能的および遺伝的多様性の両面で、生

物多様性に影響を及ぼしている。1987

年に採択されたモントリオール議定書

は、オゾン層を破壊するフロンなどの

化学物質の生産と使用を禁止し、そ

の結果、オゾン層は、過去20年間に人

間の力でリスクを低減したプラネタリ

ー・バウンダリーのひとつとなった。

しかし、現在も一部の国ではフロンの

違法使用が増加しており、懸念が高ま

っている。 

• 陸域生物圏：陸域生物圏は、原生地や

農地、都市、工業用地など、さまざま

な形態の土地で構成されている。北方

林や熱帯林など、世界的に重要なバイ

オームもこれに含まれる。陸域生物圏

の変化は、土地利用の変化に関するプ

ラネタリー・バウンダリーのほか、淡

水の質や消費にも直接影響を及ぼすb	。	

後者は主に、農業を含む土地利用と土

地利用変化によって引き起こされる。

また陸域生物圏は、間接的に生物多

様性（例：生息域の変化）や気候変動

（例：炭素吸収源や地球の反射率の変

化）、大気エアロゾルの負荷（例：砂

漠化や砂嵐）、海洋酸性化（例：炭素

循環の変化）、生物地球化学的循環 

（例：反応性窒素やリンの放出）な

ど、複数のプラネタリー・バウンダリ

b  プラネタリー・バウンダリーに影響を及ぼす水循環の大きな擾乱は、土地バイオームの改変による蒸発散量の変化に 

	 よって引き起こされる23。この理由から、水循環をはじめとする淡水システムは、独立したグローバル・コモンズとし 

	 て取り扱わないこととする。

ーに影響を及ぼしている。 

• 海洋：海洋生物圏は、外洋と沿岸海洋

で構成され、生物多様性の大きなシェ

アを占めている。また、海流と海によ

る炭素吸収は、地球の気候システムと

雪氷圏の主要な変動要因である。人間

の活動によって放出された反応性窒素

とリンの多くは海中に流れ込み、そこ

で多くの生物にとって致命的な貧酸素

水域を形成する。このため、海洋生物

圏の安定は、気候変動や生物多様性、

海洋酸性化、生物地球化学的循環な

ど、いくつかのプラネタリー・バウン

ダリーの保護に直接貢献することにつ

ながる。	 

• 雪氷圏：最後のグローバル・コモン

ズは、氷床と氷河からなる雪氷圏であ

る。雪氷圏は、地球の反射率の変化な

どを通じて、気候変動に直接影響を及

ぼす。氷床の融解は海面上昇の主な原

因であり、それが土地利用の変化や生

物多様性に重大な影響を及ぼす可能性

がある。氷河の融解は、世界各地の農

業の原動力となる淡水の季節的な流れ

にも影響を及ぼす。	

ここで特定したグローバル・コモンズの5

つのドメインは、安定した回復力のある地

球システムを維持するために、地球規模で

のアクションによって保護すべき生物物理

的システムを広範に規定したものである。

そして、プラネタリー・バウンダリーは、

そのグローバル・コモンズを保全しつつ、

安定的で管理可能な地球システムを通じ

て、人類に回復力とサービスの両方を提供

できるように設定されたものである。つま

り、我々は皆、自分達と将来世代の幸福に
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ついて、これら２つの概念に依存している

のである。グローバル・コモンズの5つの

ドメインは、（地球の状態を調節する生物

圏に含まれない宇宙空間を除く）「グロ

ーバル・コモンズ」本来の法的な定義（外

洋、大気、南極）を統合したものである。

また、グローバル・コモンズの5つのドメ

インのそれぞれには、多数の生物物理学的

なグローバル・コモンズのシステムが含ま

れる。例えば、雪氷圏の領域は、次の5つ

のグローバル・コモンズで構成されて 

いる。

• 北極の海氷

• 東南極氷床

• 西南極氷床

• グリーンランド氷床

• 内陸氷河

このようなグローバル・コモンズの階層

は、より具体的なガバナンス施策を計画す

る上で有用である。

グローバル・コモンズのドメインのうちの

幾つかは、「ティッピング・エレメント」

として科学的に特定されている。つまり、

それらのドメインは、地球システムの調節

に貢献するだけでなく、危険なティッピン

グ・ポイントを超えると大きく変化し得る

ことがわかっているのである。もし、これ

らの生物物理学的システムが、GHGの排出

や森林伐採、汚染などによる過度のプレッ

シャーを受け、ティッピング・ポイントを

超えてしまった場合、フィードバックのシ

フト（例えば、緩衝／冷却から自己増幅／

温暖化へ）によって、不可逆的な変化がも

たらされる可能性がある。そしてこのよう

な変化は、地球システム全体の安定性にも

影響を及ぼすだろう。

幸運にも、各国政府はパリ協定を批准

し、SDGsを採択している。これらは、グロ

ーバル・コモンズの保全のための効果的な

目標設定の基準を我々に提供してくれる。

パリ協定は、今世紀半ばを目処にGHGの排

出量を正味ゼロにし、それ以降は正味マイ

ナスにすることを公約に掲げている1,24。こ

の目標を達成できれば、気候システムの安

定化と海洋酸性化の抑制、大気汚染の大幅

な低減、「海洋を含むすべての生態系の健

全性と生物多様性の保護」を実現すること

ができ25、陸域と海域における生物多様性の

保全にもつながるだろう。	

SDGsは、「持続可能な開発のための2030ア

ジェンダ」に記載され、経済的繁栄と社会

的包摂、環境の持続可能性、「効果的な開

発協力のためのグローバルパートナーシッ

プ」に関する定量的な目標を設定し、「地

球の生物学的なサポートシステム」を健全

に管理すること重要性を強調している26。

さらにSDGsは、あらゆるかたちの極度の

貧困を減らし、社会的包摂を促進する必要

性も強調している。	

グローバル・コモンズの保全
に向けた目標

B.2
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グローバル・コモンズの劣化と管理に対す

る各国の寄与についての理解も深まりつつ

ある。SDSNとイェール大学、東京大学グ

ローバル・コモンズ・センターは、グロ

ーバル・コモンズに対する各国の国内での

影響と、貿易・消費に伴う影響（いわゆる

「国際的な越境負荷」）を評価する「グ

ローバル・コモンズ・スチュワードシップ

（GCS）指標」を開発した13。この指標は、

グローバル・コモンズに対する国民一人当

たりの負の影響(相対値)、及び国全体として

の負の影響（絶対値）が最も大きい国はど

こかを特定するのに有用である（付録1）。

Table	1は調査対象のうち50カ国の一人当た

りのグローバル・コモンズへの影響、Table	

2はグローバル・コモンズへの国全体とし

ての影響が大きい20カ国（一般に人口や富

の面で比較的大きな国）をリストアップし

ている。負の影響が最も大きい国（地域）

は、中国と米国、EU27カ国、日本、インド

の5つである。上位20カ国のうち18カ国は

G20の加盟国であり、世界人口の3分の2と

世界全体のGDPの85％を占めている。これ

は、G20加盟国が、グローバル・コモンズ

の保全に対して特別な責任を担っているこ

とを示している。図中の越境負荷は、過去

半世紀の間に急増した世界的な資源採掘に

大きく起因している。また、公平で持続可

能なバウンダリーを超える各国の累積的な

資源利用を評価し、生態系の破壊に対する

各国の責任を定量化した結果からも、高所

得国が相応の責任を果たしていない実態が

うかがえる（p.	36、図7）8。

浪費（人間が必要とする量を上回る余分な

需要）を減らす需要側の施策は、越境負荷

を低減する上で重要な手段である。気候変

動に関する政府間パネル（IPCC）の最新

の報告書27によれば、このような施策によ

り、人間のウェルビーイングを損なうこと

なく、2050年までに最終消費部門のGHG排

出量を40～70%削減できる可能性があると

予想されている。このような需要側へのア

プローチにおいては、政治的なリーダーシ

ップと野心的な政策、ビジネスモデルやテ

クノロジーのイノベーション、文化的な介

入などの組み合わせが重要である。
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ベトナム ↓→ 40.9 →82.9

欧州連合 →23.9 →26.5→

アルバニア →52.0 69.6

アルジェリア →40.1 →74.5

アルゼンチン →40.0 ↓62.8

アルメニア ↓62.1 →69.6

オーストラリア →15.8 →17.0

オーストリア →47.9 →17.8

アゼルバイジャン →37.3 →72.2

バーレーン →35.0 →35.1

バングラデシュ →67.9 →93.3

ベラルーシ →50.7 ↓99.9

ベルギー →66.4 →18.2
ボスニア・ヘルツェゴビナ →39.3 ↗73.9

ボツワナ →42.2 →28.1

ブラジル →44.5 ↗69.7
ブルネイ・ダルサラーム →10.3 →32.0

ブルガリア →46.8 →60.7

カナダ →22.0 →16.4

チリ →43.8 →42.7

中国 →34.3 ↓75.5

コロンビア →35.5 →66.8

コスタリカ →63.6 →55.9

クロアチア →52.1 →48.0

キューバ →58.5 →74.6

キプロス →58.0 →27.9

チェコ共和国 →46.0 →32.6

デンマーク →67.1 →19.9

ドミニカ共和国 →65.9 ↗71.0

エクアドル →60.0 →74.7
エジプト・アラブ共和国 →39.3 ↗85.9

エストニア →51.3 →28.5

エチオピア →77.1 ↑99.9

フィンランド →68.0 →24.3

フランス →62.9 →24.1

ガボン ↗41.7 →64.2

ドイツ →53.0 →20.5

ギリシャ →44.5 →27.1

グアテマラ →61.2 ↗78.7

ハンガリー →51.8 →53.7

アイスランド ↗40.5 →17.5

インド →40.4 ↗88.7

インドネシア ↓31.3 ↗79.7
イラン・イスラム共和国 →33.4 →68.1

イラク →39.3 →78.7

アイルランド →61.2 →22.1

イスラエル →35.8 →29.8

イタリア →54.5 →27.4

ジャマイカ →62.0 →62.4

日本 →60.7 →18.3

ヨルダン ↗
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↗ 62.5 →57.7

表 1

国 越境負荷国内負荷総合評価 国 越境負荷国内負荷総合評価

→ →→

4

グローバル・コモンズ・スチュワードシップ（GCS）指数2021年版の結果（相対評価）

カザフスタン 15.5 54.2

韓国 →52.7 →23.8

クウェート →20.9 →3.6

ラトビア →77.1 →33.1

レバノン →52.5 →46.7

リビア →21.7 ↓66.6

リトアニア →67.4 →26.5

ルクセンブルク →52.6 →1.8

マレーシア →36.1 →33.1

マルタ →52.3 →25.0

モーリシャス →40.2 →6.3

メキシコ →39.1 →59.7

モンテネグロ →35.0 ↗12.8

ナミビア →46.1 →44.2
ネザーランド（オランダ） →57.6 →13.6

ニュージーランド →27.4 →25.7

ナイジェリア →50.9 →91.1

北マケドニア →53.3 ↗59.7

ノルウェー →30.9 →10.4

オマーン →20.3 →26.2

パキスタン →45.6 ↑99.8

パナマ →53.9 →51.7

パラグアイ →50.5 →59.5

ペルー →50.1 →73.0

フィリピン →54.5 →81.5

ポーランド →46.7 →52.3

ポルトガル →52.0 →26.6

カタール →7.9 →23.3

ルーマニア →66.8 →59.7

ロシア連邦 →33.3 →51.5

サウジアラビア →18.4 →22.5

セルビア →40.6 ↗36.4

シンガポール →42.7 →1.3

スロバキア共和国 →58.4 →26.5

スロベニア →55.4 →27.6

南アフリカ →29.7 ↗66.2

スペイン →40.5 →25.8

スリランカ →64.3 →76.8

スウェーデン →75.0 →21.4

スイス ↗78.2 →5.8

タイ →50.8 →58.8

トリニダード・トバゴ →11.3 →38.3

トルコ →40.7 ↗57.2

トルクメニスタン ↓22.0 →51.8

アラブ首長国連邦 →10.6 ↓1.8

イギリス ↗55.3 →21.7

米国 →31.5 →25.8

ウルグアイ →44.0 →39.4

ベネズエラ ↗

→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
↗
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→ 65.7 ↓61.4

95–100 GCへの負の影響が皆無または限定的

90–95 GCへの負の影響が小さい

80–90 GCへの負の影響が中～低レベル
70–80 GCへの負の影響が中～高レベル
50–70 GCへの負の影響が大きい

30–50 GCへの負の影響が非常に大きい

0–30 GCへの負の影響が極端に大きい

ダッシュボード

凡例 凡例

ラベルスコア

↑ 2050年目標達成の見通し

↗ 2030年目標のみ達成の見通し

→ 目標に対する進捗が不十分

↓ 軌道が誤った方向に向かっている

注記：各国間でデータを比較できるように指標を標準化。
国名はアルファベット順に記載。GCS指標の計算には、
データが不充分なオゾン層を除くすべてのグローバル・コモンズを
考慮している。

矢印 意味
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図 7
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表 2

イラン → 33.4 → 58.7

トルコ → 36.1 → 47.8

スペイン → 44.0 → 37.6

韓国 → 49.3 → 32.5

イタリア → 48.2 → 31.2

フランス → 55.5 → 25.6

メキシコ → 29.6 → 47.1

サウジアラビア → 34.4 → 38.5

カナダ → 36.7 → 35.1

オーストラリア → 23.0 → 50.6

イギリス → 48.7 → 23.0

ブラジル → 24.1 → 43.2

インドネシア → 12.1 ↓ 52.8

ドイツ → 45.4 → 11.6

ロシア連邦 → 16.3 → 26.3

インド → 4.4 ↓ 30.6

日本 → 46.2 → 1.3

欧州連合 → 9.1 ↓ 1.0

米国 → 7.8 → 1.0

中国 ↓ 4.5 ↓ 1.0

95–100 GCへの負の影響が皆無または限定的

90–95 GCへの負の影響が小さい

80–90 GCへの負の影響が中～低レベル
70–80 GCへの負の影響が中～高レベル
50–70 GCへの負の影響が大きい

30–50 GCへの負の影響が非常に大きい

0–30 GCへの負の影響が極端に大きい

国 越境負荷国内負荷総合評価

ダッシュボード

凡例

ラベルスコア→

↑ 2050年目標達成の見通し

↗ 2030年目標のみ達成の見通し

→ 目標に対する進捗が不十分

↓ 軌道が誤った方向に向かっている

意味矢印

4

グローバル・コモンズ・スチュワードシップ（GCS）指標下位20カ国（絶対評価）

1970年を起点にした資源の累積過剰利用量に占

める高所得国（世界銀行の分類に基づく）の

割合は74%に達し、高中所得国は25%である。

低中所得国と低所得国を合わせた割合は1%に

満たない。低所得国だけを見ると資源の過剰利

用はゼロに近く、よってこのグラフでは見えな

い。Hickel	et	al.(2022)8より引用。
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教皇フランシスコの言葉を借りれば、「必

要なのは、いわゆる『グローバル・コモン

ズ』全般のガバナンスシステムに関する合

意である」28。グローバル・コモンズの健

全な管理には、自治体、国、地域、そして

グローバルレベルでの確固たる行動が必要

だ。例えば、地域社会は開発モデルの資

源集約度を下げなければならない。各国は

エネルギーシステムの脱炭素化を図り、国

際的な越境負荷を抑制する必要がある。ア

マゾンやコンゴ盆地、一部の海域など、主

要なバイオームは地域レベルで管理されな

ければならない。そして、国連気候変動枠

組条約（UNFCCC）や国連生物多様性条約

（CBD）などのグローバルな枠組みは、各

国の行動がプラネタリー・バウンダリーを

c  これら4つの転換は、科学や政策に関する文献29–31で検討されているSDGsやパリ協定の目的を達成するための転換と一 

	 致しており、政策への応用も進められている。例えば、欧州グリーンディールは、重要なSDGsの転換に

	 重点を置いている32。

尊重したものになるよう支援しなければな

らない。あらゆるレベルのステークホルダ

ーが共通の目標に向かって結束し、市場の

再編と技術の向上、包括的なガバナンスの

強化に取り組み、データの力を結集する必

要がある。

幸いなことに、グローバル・コモンズに対

する認識は大きく変化し、地球の持続可能

性の実現に向けた動きは活発になりつつあ

る。グローバル・コモンズを保全する上で

必要な変化は、以下に示す重要な4つの大

きな転換にまたがって起こっており、シス

テム・チェンジ・ラボはその追跡調査を行

っているc	。

 

 

グローバル・コモンズ・
スチュワードシップ・フレームワーク

C
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• エネルギー、産業、輸送の脱炭素化：

発電、送電、長距離輸送、工業加熱・

冷却、産業の脱炭素化。クリーンエネ

ルギーへのユニバーサルアクセスを確

保しつつ、効率性の向上、電化の拡

大、化石燃料の段階的廃止、モーダル

シフト、排出削減が困難な産業（Hard-

to-Abate産業）向けの新しい燃料やソ

リューションの開発など。 

• 持続可能な都市とコミュニティ：コン

パクトでレジリエントな都市デザイン

や公共交通指向型開発、サステナブル

建築、サステナブルな建物冷暖房、廃

棄物管理の導入など。 

• 持続可能な生産と消費：循環型の製品

設計・生産システム・サプライチェー

ン、持続可能なマテリアルフロー、消

費パターンの変化など。 

• 持続可能な食料、森林、土地、水、 

海洋：自然の保護・回復、持続可能な

生産・管理、持続可能で健康的な食生

活d、フードロス・食品廃棄物の削減、

種の乱獲の停止、サプライチェーンの

大幅な効率化など。 

さらに、セクションDで述べた通り、各国

は保健や教育などの社会システムを転換

し、人間のウェルビーイングの向上と人的

資本の拡大、不平等の解消を図らなければ

ならない。これらの分野への投資は、グロ

ーバル・コモンズ・スチュワードシップの

実現に不可欠なものである。社会的包摂と

人間のウェルビーイングなくして、グロー

バル・コモンズの保全に必要な転換を実行

し、維持することは不可能である。	

d 「持続可能で健康的な食生活」とは、個人の健康と幸福をあらゆる側面で向上させ、環境への負荷が少なく、アクセ 

	 スが容易で安価かつ安全・公平で、文化的に許容可能な食事のパターンである33。

オゾン層を除き、各グローバル・コモンズ

の保全のためにはいずれも、4つの重要な

システムのうち複数の転換が必要である。

このことは、各国が一つの転換のみを優先

するのではなく、すべての転換を互いに調

和し、相乗効果を発揮できる形で追求しな

ければならないことを示している。	

グローバル・コモンズ・スチュワードシ

ップの4つのシステム転換における技術的

なスコープについては、システム・チェン

ジ・ラボやサックスら29による「The	World	

in	2050」イニシアチブ30などによって、そ

の概要が示されている。近年、このような

システム転換の概念化と実践に関して非

常に大きな進展が見られており、複数のコ

アリッションが、転換に関する技術分析や

政策支援、ステークホルダーの関与を支援

している。例えば、「Energy	Transitions	

Commission（ETC）」や「Mission	Possible	

Partnership」は、エネルギーシステムの転

換を推進している。「Food	and	Land	Use	

Coalition（FOLU）」は各国を支援して持

続可能な土地利用と食料システムの実現に

向けたグローバルな議論を推進しており、

「食料、農業、生物多様性、土地利用、

エネルギー（FABLE）コンソーシアム」は

食料システムの転換に向けた各国の道筋

（national	pathways）の策定を支援してい

る。「国際資源パネル（IRP）」とパート

ナーは、持続可能な産業と消費を推進して

いる。そして、「C40都市気候リーダーシ

ップグループ」と「ICLEI	-	持続可能な都

市と地域をめざす自治体協議会」、「都

市・自治体連合」など、数多くのコアリッ

ションが都市システムの転換を支援してい

る。WRIが主導するシステム・チェンジ・

ラボは、各システム転換の進捗状況を追跡

調査している（表3）。
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表 3

4

システム・チェンジ・ラボが追跡調査したグローバル・コモンズ・スチュワードシップの転換とその構成要素

GCSの転換 サブ転換 重要なシフト

発電と産業、輸送の脱炭
素化

持続可能な都市とコミュ
ニティ

電力

産業

輸送

都市と建築環境

持続可能な生産と消費 持続可能な生産と
消費

淡水管理 

持続可能な食料と森林、
土地、淡水、海洋

森林

食料

海洋管理

システム・チェンジ・ラボは、このリストを引き続き改定し、関連するすべての転換の実態を正確に反映できるように努めている。

稼働中の石炭・ガス火力発電の段階的廃止

再生可能エネルギーによる発電の急速な拡大

送電網の近代化、蓄電池の増強、需要の管理

すべての人に信頼できる電力利用を保証

鉄鋼やセメント、プラスチックの需要を削減、またはゼロ・カーボンの代替品に置換

産業の電化

鉄鋼やセメント、プラスチックのゼロ・カーボン化のための新しいソリューション開発

石油・ガス事業によるメタン排出量の削減

安全で近代的なモビリティへの確実なアクセスの保証

自動車や飛行機による過剰な移動の削減

公共交通機関や、シェアリング、モーターを使わない輸送手段への移行

ゼロ・カーボンの自動車やトラックへの移行

海運・航空のゼロ・カーボン化

コンパクトな都市設計の採用

ゼロ・カーボンの建築物のみを建設

すべての既存建築物のゼロ・カーボン化

安全でレジリエントな交通機関やシェルターへのアクセス保証

廃棄物ゼロの都市への移行

生産における材料効率の向上

材料使用量の削減

生物資源循環

技術的材料循環

製品・材料の耐用年数の延長

資源を最も価値の高い状態でリサイクル・回収

淡水生態系の保護

淡水生態系の復元

淡水生態系の持続可能な管理

化学物質汚染とゴミの大幅削減

淡水生物種の乱獲阻止

侵略的外来種の拡散を劇的に遅らせる

すべての人が清浄な水に確実かつ持続的にアクセスできるようにする

森林をはじめとする自然景観の保護

劣化した森林景観の復元

森林やその他の自然景観の持続可能な管理

化学物質汚染とゴミの大幅削減

陸生生物の乱獲阻止

侵略的外来種の拡散を劇的に遅らせる

農地を拡大することなく持続的に作物収量を増加させる

牧草地を拡大することなく持続的に家畜の生産性を向上させる

養殖の生産性を持続可能な形で向上させる

食品ロスと廃棄物の削減

すべての人がより健康的で持続可能な食生活へ移行

農業生産に伴うGHG排出量とその他の有害な環境負荷の削減

海洋・沿岸生態系の保護

海洋・沿岸生態系の復元

海洋・沿岸生態系の持続可能な管理

陸上活動等による化学物質汚染とゴミの大幅な削減

天然漁業の持続可能な管理等によって海洋生物種の乱獲を阻止する

侵略的外来種の拡散を劇的に遅らせる
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各システム転換の技術的・運用的な詳細に

ついては他の多くのレポートでカバーされ

ているため、本報告書では転換の活性化と

実現に向けたアクションレバーに焦点を当

てる。我々は、WRIが実施した気候変動対

策実現のための要素に関する文献のレビュ

ー11、エネルギーの脱炭素化で得られた新

たな教訓、欧州グリーンディールなどの 

主要な政策イニシアチブ、世界中のさまざ

まなマルチステークホルダーコアリッシ

ョンの活動を参考に、グローバル・コモン

ズ・スチュワードシップに必要なアクショ

ンレバーを促進する実践的なステップを明

らかにした。4つのアクションレバーはす

べてのシステム転換（図8）において機能

するものであり、以下のセクションで検討

する。	 

 

 

• 目標を設定し、ガバナンスと制度を整

合させる。これによって変化に向けた

明確な目標とパスウェイを定め、マル

チステークホルダーコアリッションと

社会運動を強化し、国のガバナンスと

国際協力を「人新世」にふさわしい姿

に作り替えることができる。政府間ま

たは国の仕組みを補う強力なマルチス

テークホルダーコアリッションは、グ

ローバル・コモンズの効果的な管理に

おける最も有望な仕組みである。 

• グローバル・コモンズに対する経済制

度と金融、インセンティブを見直す。

そのための手段として、炭素や自然

資本の価格設定、グローバル・コモン

ズ・スチュワードシップに沿った経済

政策・規制の見直し、政府会計・企業

会計の見直し、公的・民間資金やブレ

ンデッド・ファイナンスの促進などが

考えられる。	
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• 転換に向けた合意形成のために包摂

性、公平性を確保する。これを実現す

るために、転換の基盤となる公正な転

換のための戦略（参加型プロセス設

計、公平な収入と健康・教育・社会的

セーフティネットへの投資など）を策

定する。グローバル・コモンズの管理

者たる先住民族や地域コミュニティを

尊重し、擁護する。	 

• サイバー領域のガバナンスに特別な注

意を払いながら、イノベーションとテ

クノロジー、データを活用する。これ

によって、グローバル・コモンズに対

する理解を深め、その保全に必要なシ

ステム転換を加速させる。

我々の経験では、一つのシステム転換（例

えば、エネルギーの脱炭素化）で成功した

ことから学び、それを進捗の遅れている他

の転換に活かすことは、今日で最も有望な

機会の一つである。そして、そのような教

訓は、国内だけでなく、国際的なレベルで

も伝播させることができる。これらのアク

ションレバーは、グローバル・コモンズ・

スチュワードシップに必要なシステム転換

を推進する上で、中心的な役割を果たすも

のであり、その詳細については次のセクシ

ョンで説明する。 

4

図 8
グローバル・コモンズ・スチュワードシップ・フレームワーク

シ
ス

テ
ム

転
換

グローバル・コモンズのドメインアクションレバー

保護、持続可能な管理、回復、持続可能な食生活、種の乱獲の停止、
フードロス・食品廃棄物の削減

持続可能な食料、土地、水、海洋

循環型製品設計・ビジネスモデル・生産システム・サプライチェーン、持続可能な
マテリアルフローや消費パターン

持続可能な生産と消費

発電、送電、長距離輸送、産業、工業加熱・冷却
エネルギー、産業、輸送の脱炭素化

エアロゾル、大気組成・循環、炭素循環、
季節風

気候システム

アマゾン熱帯森林・北方林、淡水、
草原/ツンドラ、永久凍土層、土壌
炭素吸収

陸域生物圏

北極の海氷、東南極氷床・西南極氷床、
グリーンランド氷床、内陸氷河

極地氷床・氷河

成層圏オゾン層
オゾン層

酸性化、貧酸素化、生物多様性、サン
ゴ礁、エルニーニョ、メタンハイドレ
ート、海流

海洋

目標設定、ガバ
ナンスと制度の

整合化

経済、金融、
インセンティブの

見直し

変化に向けた合意
形成のための包摂
性、公平性の確保

イノベーション、
テクノロジー、
データの活用

コンパクトでレジリエントな都市デザインや公共交通指向型開発、サステナブル
な廃棄物処理、冷暖房を含むサステナブル建築

持続可能な都市とコミュニティ
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グローバル・コモンズ・スチュワードシッ

プの複数のシステム転換についてはポジテ

ィブなティッピング・ポイントの兆しが見

られている（セクションB）。本報告書の

前半で取り上げたグローバル・コモンズの

危険なティッピング・ポイントとは対照的

に、このようなポジティブで体系的なティ

ッピング・ポイントは、狙いを絞った介入

によって、そのシステムの運用形式が大き

く変化したときに生じる34。エネルギーと

交通システムで既に起きているように、介

入によってポジティブなフィードバック・

ループの出現を促し、ポジティブなティッ

ピング・ポイントを活性化することができ

るのである（図9参照）。

例えば、「パリ効果」によって、再生可能

エネルギーは（多くの場合、補助金を受け

ている）化石燃料由来の電力に対して経済

的な競争力を持つようになりつつある35。

各国は2050年までにネットゼロ・エミッシ

ョンを達成する公約を掲げ、金融システム

は気候変動リスクをそのDNAに組み込みつ

つある。マルチステークホルダーによるム

ーブメントは、特に若いリーダーたちの支

持を受けて、グローバルな議論に変化をも

たらし、政策立案者やビジネスリーダー達

が「ネットゼロ・エミッションをいかにし

て達成するか」という問いかけに対する答

えをはぐらかすことはますます困難になっ

てきている。今日、低炭素ソリューション

は、電力という一つの重要なセクターで競

争力を持つに至っているが、他のあらゆる

種類の低炭素ソリューションにも活発な投

資がなされており、2030年までに排出量の

90%を占めるセクターで市場のティッピン

グ・ポイントに到達する可能性がある（図

10参照）。

グローバル・コモンズ・
スチュワードシップのための
アクションレバー

D

42



4

図9
低炭素ソリューションの成熟が進むと市場がティッピング・ポイントに到達し、
新規販売・新規建造（製造）のシェアがS字カーブで拡大する

販
売
/
新
規
建
造
（
製
造
）
の
シ
ェ
ア

低炭素化ソリューションの成熟

コンセプト ソリューション開発 ニッチ市場
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図10
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このような大きな変化は、目標設定とガバ

ナンス・制度、経済と金融・インセンティ

ブ、包括的で公正な合意形成、イノベーシ

ョンとテクノロジー、データの進歩によっ

てもたらされたものである。我々は、これ

らの教訓を体系的に応用し、グローバル・

コモンズ・スチュワードシップに必要なす

べてのシステム転換の実現を目指さなくて

はならない。自治体、国、地域、グロー

バルのレベルで4つのアクションレバーを

起動することで、人間のウェルビーイング

と繁栄、安全を支えるグローバル・コモン

ズを守ることができる。また、これらの要

素を集結すれば、システムの転換だけでな

く、行動、社会規範、文化的価値にも変化

をもたらすことができ、そうした変化は、

未来のビジョンを共有するための合意形成

や変革的な政策立案、商品やサービスの転

換にも必要なものである。

おそらく我々にとって最大の課題は、グロ

ーバル・コモンズ・スチュワードシップに

ふさわしいリーダーシップとガバナンスを

確立することである。システム転換を成功

させるためには、すべてのレベルでより野

心的かつ効果的な一貫性のある政策が必

要である。またその一方で、政治に目を向

け、人間の世界を分断するものが何かを理

解し、その先を見通すことが求められる。

たとえ国家や民族間の溝がどれほど深かっ

たとしても、グローバル・コモンズ・スチ

ュワードシップを成功に導く唯一の鍵は国

家や民族間の協力にある。

もう一つの重要な要件は、ステークホルダ

ーを動員し、目標を共有するところから始

めて、政策に対する幅広い賛同を得ること

である。当然ながら、このような社会的賛

同なくして、4つのシステム転換を実行に

移すことはできないが、この要件を達成す

るためには、新しいガバナンスモデルを構

築する必要がある。そして、グローバル・

コモンズの効果的な管理のために最も有望

なメカニズムとは、改良された政府間また

は国のメカニズムを補完する強力なマルチ

ステークホルダー連合であろう。我々は、

グローバル・コモンズにふさわしいガバナ

ンスを実現する上で優先すべき事項は4つ

あると考えている。

どのシステム転換も同様に、明確な目標と

それを達成するための戦略を策定するこ

とがグローバル・コモンズ・スチュワード

シップにとって重要な出発点となる。ジョ

ン・F・ケネディの有名な言葉にあるよう

に、「より明確な目標を定め、それを管理

目標設定、ガバナンスと
制度の整合化

明確な目標を設定し、問題解決のための
パスウェイを推進する

D.1.1

D.1
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しやすく身近なものと思わせることができれ

ば、みんながそれを理解し、そこに希望を見

出し、それに向かってがむしゃらに進む手助

けをすることができる」36。これこそ、シス

テム転換に必要なリーダーシップの本質であ

る。この点において、今世紀半ばまでにネッ

トゼロ・エミッションを達成するという明確

な目標を掲げる国が増えているのは素晴らし

いことである。

目標を設定することは社会動員において不可

欠な要素である。グレタ・トゥーンベリと彼

女に触発された若者たちのムーブメントは、

「ゼロ・エミッションの達成」というシンプ

ルなメッセージを軸にしている。このよう

に、目標を共有することで、みんなが同じ方

向を目指すことに合意し、グローバル・コモ

ンズ・スチュワードシップを雑音から解放す

ることができるのである。また、目標の設定

は同調圧力（peer	pressure）を生み出し、再

生可能エネルギーのコスト削減や電気自動車

の普及など、共通の課題解決に向けての知識

共同体（epistemic	communities）の動員にも

つながる。明確な目標設定がもつ力は、「ゼ

ロ・エミッションの達成」という合意された

目標を掲げるエネルギー分野において実証さ

れている。

目標設定の土台となるグローバル・コモンズ

とプラネタリー・バウンダリーに関する科学

的理解については、近年、特に気候変動に関

する政府間パネル（IPCC）や生物多様性お

よび生態系サービスに関する政府間科学政策

プラットフォーム（IPBES）、国際資源パネ

ル（IRP）の貢献によって著しく向上してい

る。しかし、特にグローバル・コモンズのテ

ィッピング・ポイントや相互依存性について

は、解決すべき重要な問題が残っている。こ

れに対処すべく、アース・コミッションはフ

ューチャー・アースの支援を受け、プラネタ

リー・バウンダリーを精緻化し、グローバル

な地球システムの目標のほか、ベースライン

データを強化するためのグローバルな科学的

評価を実施している。このような科学データ

は、世界各国の政府が採用するより野心的で

より厳密な数値目標の設定に必要な情報を提

供し、動機づけをサポートするだろう。	

他のグローバル・コモンズの保全について

は、SDGsがその目標を明確にするための国

際的な枠組みを提供している。世界と国レ

ベルの政策目標に関して、特に2つの分野で

より明確で野心的な取り組みが急務とされ

ている。

• 陸域および海域の生物多様性：昆明で

開催される予定の国連生物多様性条

約第15回締約国会議（CBD	COP15）で

は、各国政府が大規模な熱帯・北方林

を含む陸域および海洋の生物多様性の

保全と回復のための野心的な目標を採

択する必要がある。提案されている

「30	by	30」の目標37は重要なマイル

ストーンになるが、科学データによれ

ば、地球の陸地の半分近くを自然のた

めに保全すべきであるとされている38。 

• 栄養塩循環：反応性窒素とリンの放出

量はすでにプラネタリー・バウンダリ

ーを超えているが、環境への放出を抑

制するための期限を定めた定量的な目

標が欠如している6。窒素やリンの問

題に対処する国際条約が存在しないた

め、この重要な問題は国際外交や国内

の活動の間に埋もれて、見落とされが

ちである。そこで我々はリオ3条約に対

し、特にアース・コミッションの今後

の成果を活用し、いかにして科学的根

拠に基づく世界的な目標を設定すべき

かを検討するように求めている。

45



企業向けにも同様の目標と基準が必要であ

る。サイエンス・ベースド・ターゲット・

イニシアチブ（SBTi）をきっかけに、エ

ネルギー産業は、他の産業分野に先駆けて

セクターや個々の企業の科学的根拠に基

づく目標設定を進めており、これまでに

約1,300社が独自の目標を掲げている39。現

在、SBTiとサイエンス・ベースド・ターゲ

ット・ネットワーク（SBTn）は、その他

のGHG排出産業や、生物多様性や土地、海

洋、水についても類似の目標設定法の開発

を進めている。SBTnは、2022年に予定して

いる方法論の発表に先立ち、1,000の企業や

都市を動員し、グローバル・コモンズ全体

にわたって、社会的に公平かつ科学的根拠

に基づく目標を設定することをめざしてい

る。この取り組みは、すべての企業にとっ

てグローバル・コモンズ・スチュワードシ

ップを実行可能なものにする上で大きな貢

献になると期待されている。

このような動きは重要ではあるが、圧倒

的大多数の企業は情報開示と目標設定に

関して遅れをとっている。カーボン・ディ

スクロージャー・プロジェクト（CDP）に

よって開示された13,000社以上の企業は、

世界の市場資本の64％を占める一方、低炭

素移行計画を策定しているのはわずか33％

、SBTiによって検証された目標を設定して

いるのは9％未満である40。さらに、ネット

ゼロ目標を設定している企業はわずか6％

であり、CDPが信頼できる気候変動対策と

認める主要指標をすべて報告している企業

はわずか1％である。しかし、このような

データが存在し、計画の数と質が向上して

いることには希望が持てる。企業のリーダ

ーは、気候変動やさまざまな環境リスクを

管理するために、信頼性が高く透明な計画

を策定する責任を担っているのである。

また、エネルギー業界は、大幅な炭素

排出削減に向けたパスウェイプロジェ

クト（Deep	Decarbonization	Pathways	

Project）やETCを通じ、経済全体やセク

ター別の経路を策定することで「ゼロ・エ

ミッションの達成」という目標の実現可能

性を示し、さらなる努力を必要とする難し

い課題を特定することで、脱炭素化に向け

た共通ビジョンを軸に、すべてのステーク

ホルダーに行動を促してきた41,42。このよ

うな、エネルギーの脱炭素化経路検討は、

問題解決に向けた試行錯誤の手法として、

エネルギー業界が野心的目標を段階的に

高めていくことに貢献している。Mission	

Possible	Partnershipは、産業界のリーダー

を動員し、厳格なセクター別経路のより迅

速な脱炭素化の取り組みへの移行を加速し

ようとしている。	

これらの経路のおかげで、いくつかのセク

ターは脱炭素化のポジティブなティッピン

グ・ポイントに向かって前進している。他

の排出削減が困難な産業（Hard-to-Abate

産業）の動きはさらに遅いが、それでも他

業種からの教訓と同調圧力の組み合わせは

効果を発揮し始めている。産業界の脱炭素

化には、材料効率の向上（提供するサービ

スの単位あたりの材料投入量削減）と生産

プロセスの効率化、低炭素エネルギーキャ

リア（特に電気、水素、合成燃料）への転

換、炭素回収・利用技術の開発が必要なこ

とが明らかになっている。後者のテクノロ

ジーは緩和策の必要性を減じるものである

ため、実現可能性の観点から批判的に検討

する必要がある。そうでなければ、必要な

緩和行動を遅らせてしまう危険性がある。

グローバル・コモンズ・スチュワードシ

ップに向けた他のシステム転換について

も、同様の経路策定が必要である。この目
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的を達成すべく、FOLUとFABLEコンソー

シアムは、約20カ国で持続可能な土地利用

と食料生産システムの実現に向けた脱炭素

化経路を推進している43。政策への情報提

供をより良いものとするためには、海洋を

対象に含め、経路の空間的解像度を上げる

など、さらなる努力が必要である。さらに

FOLUは、ポジティブなティッピング・ポ

イントに至るためのフレームワークを開発

し、それを4つの重要な転換に適用して食

料生産と土地利用の転換を進めている34。

食料生産と土地利用システムはGHG排出

量の約30%を占めているため44、すべての

国がエネルギー経路と並行して、食料生産

と土地利用に関するGHG排出量のネット

ゼロ化に向けた転換経路を策定する必要が

ある。これら2つの経路を組み合わせるこ

とで、実践的な問題解決のために産業界の

連合を動かし、各国の長期的な低炭素開発

戦略やパリ協定に基づく国が決定する貢献

（NDC）に情報を提供することができる。

また、経路や産業連合の概念を持続可能な

消費と生産に適用する取り組みも加速し

ている。しかし、IRPが主張する通り、主

要な生産と廃棄物管理のシステムには、個

別の分析が必要である45。「Breaking	the	

Plastic	Waveレポート」は、プラスチック

汚染を減らすためのアプローチを提案し、

各国政府や産業界、市民社会を動員して自

然界へのプラスチック漏出を抑制する実践

的な取り組みが始まっている46。また、EU

は「新循環経済戦略」の一環として、同様

の経路評価を推進している。

SDGsを達成するには、都市をはじめとす

る人間のコミュニティをどう転換させれば

良いのか。それを実現するための経路は、

分析的にも組織的にも非常に大きな課題で

ある。

しかし、C40やCoalition	for	Urban	

Transitions（都市転換のための同盟）をは

じめとする多くの団体が、都市の転換に向

けた経路を概念化し、それを活性化するツ

ールを開発していることは我々の励みにな

る。ただし、深刻な資源不足と技術力の

欠如に直面することの多い世界の都市にお

いて、経路をどのように設計し、実施すべ

きかを理解するには、さらなる努力が必要

であり、その過程では、新しい技術の活用

や新しい協力のあり方を模索する連合が、

大きな価値を発揮するだろう（セクション

C.1.2）。	

このような経路の策定は、ステークホルダ

ー連合を動機づけ、導き、政策を改善す

るために、国家レベルにおいても必要であ

る。また、地域やグローバルレベルにお

いても、グローバル・コモンズ・スチュワ

ードシップ、ひいてはSDGsのための4つの

システム転換において、それぞれのシステ

ムと対応戦略がどのように相互作用する

かの科学的な理解を促進することが重要で

ある。この目標を達成すべく、ポツダム気

候影響研究所（PIK）と東京大学グローバ

ル・コモンズ・センターは、グローバル・

コモンズの効果的な管理に向けた世界と地

域の転換への経路をモデル化する取り組み

を推進している。この取り組みは、さまざ

まなシナリオでグローバル・コモンズを管

理することの相乗効果とトレードオフに関

する理解を深め、各国の政策経路にも影響

を与え得るものである。 
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近年、システム転換の推進を目的としたコ

アリッションやムーブメントの数が急増し

ている27。彼らは、異なるステークホルダ

ー集団や専門領域にまたがって活動してお

り、問題解決やボトムアップの実験、アド

ボカシー活動、調整、実行支援に不可欠な

推進力となっている。また彼らは、これら

いずれの活動においても、フィージビリテ

ィや経済性、文化的・社会的な規範をシフ

トさせることで、ポジティブなティッピン

グ・ポイントに向けた前進を加速させてい

る。このようなマルチステークホルダーコ

アリッションは、政府間組織や政府の二国

間協力を補完する重要な役割を果たしてい

る。政府間プロセスに比べ、コアリッショ

ンは立ち上がりが早く、クリエイティブな

ソリューションを開発・推進する自由度が

高い。例えば、システム転換のためにいく

つものマルチステークホルダーコアリッシ

ョンを立ち上げているWRIの幅広い経験か

ら、このようなムーブメントは、イノベー

ションの推進、行動や規範の変革、より良

い政策や制度の推進、外生的変化への対応

に役立つことが示唆されている55。

効果的な問題解決の例として、2000年代初

頭に、エイズや結核、マラリアに対する世

界的な戦いに貢献したマルチステークホル

ダーコアリッションが挙げられる。

Box 1 | グローバル・コモンズ・スチュワードシップに向けた経路のモデル化

PIKは現在、人類がプラネタリー・バウンダリーを超えることなく、2030年、2050年あるいはその先の

SDGsを実現するための転換経路の学際的なモデリングを進めている。また、さまざまなシナリオの下

でグローバル・コモンズのドメインである大気・気候や生物圏を管理する際の相乗効果やトレードオ

フを分析している。この取り組みは、共通のビジョンに関するエビデンスを提供し、問題解決を支援

し、新しい経済パラダイムに貢献する実行可能な経路を示すことで、国際的な政策立案者たちをサポ

ートするものである。過去に提案されている経路は、主に特定の気候安定化目標の達成に焦点を当て

ているものであり、グローバル・コモンズ・フレームワークの4つのシステム転換の相互作用に焦点

を当てていることがこの研究のユニークな点である。特に、社会システムと環境システムの相互依存

性を考慮し、SDGsの達成とグローバル・コモンズの保全に関連するさまざまな活動における政策や施

策のポジティブあるいはネガティブな相乗効果を評価している47–54。

マルチステークホルダーコアリッションと
社会運動の強化

D.1.2
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彼らの解決策に共通する点は、以下に示す

5つの中心課題に焦点が置かれていること

である。

• 共通の目標と評価基準の定義

• 効果的な疾病管理のためのパスウェイ

と政策基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e 	その中心的な役割を果たしたのが、「世界エイズ・結核・マラリア対策基金」である。これにより、ボトムアップの

	 イノベーションが促進され、資金調達の拡大に対する質の高い各国の需要開発に貢献した56。

f 	例えば、ビル＆メリンダ・ゲイツ財団や世界保健機関、産業界など、さまざまな組織が、マラリアの迅速診断テスト 

	 の開発や多剤耐性結核の治療改善、殺虫剤処理をした蚊帳の提供、コミュニティの効果的な関与方法の模索などの目 

	 標を定めたプログラムを開始した。	

• 複合的な疾病管理と治療プログラムを

設計・導入するための各国の能力開発

および資金調達e 

• 現実的でエビデンスに基づいたアドボ

カシー活動

• ギャップを解消する応用研究と技術開

発f,	57 

科学的根拠に基づく目標を達成するため

に、各国政府は詳細なパスウェイと政策を

策定しなければならない。これを成功させ

るには、政策を評価し、進捗を測定する

新しい方法のほか、政治的な優先順位のバ

ランスをとる新しいメカニズムが必要とな

る。これは、省庁間の協働において、各省

庁の従来の役割を超えた対立やトレード

オフが発生する可能性があるためである。

例えば、住宅を所管する省庁は、これまで

手頃な住宅の供給を確保することに重点を

置いており、建築環境の脱炭素化や生物多

様性の損失を防ぐことは、必ずしも彼らの

優先的課題ではなかった。各国政府がこの

ような困難なトレードオフを管理し、グロ

ーバル・コモンズ・スチュワードシップと

他の優先課題のために最適化されたソリュ

ーションを開発するには、強力な制度のほ

か、調整と協調のメカニズムが必要であ

る。IPCCによる最新の報告書では、さま

ざまなセクターやスケール、アクターを超

えて調整を行い、行動に必要なコンセンサ

スを構築し、戦略策定に有用な情報を提供

する機関横断的な組織の必要性が強調され

ている27。このような機能は、独立した国

の専門機関や、省庁の権限を超えたハイレ

ベルな調整機関を通じて実現することが多

い。

衝突を調整する中央集権型アプローチの

例として、政府首脳や財務大臣が責任あ

る政治的意思決定者を招集する内閣委員会

(Cabinet	Committees)や、気候変動への対

応を担当する「スーパー省庁」の設立など

が挙げられる。このような組織は有用であ

るが、他の省庁の意思決定に影響を与える

ことは難しく、全てのグローバル・コモ

ンズを考慮できるわけではない。したがっ

て、実務レベルで、各省庁の担当者が集ま

って共同で課題を解決できるように、省庁

横断的な連携を制度化する必要がある。

政府は、野心的なアクションを後押しする

ための効果的な制度を必要としている。こ

こで重要な役割を果たす可能性があるのが

司法である。いくつかの国では、最高裁判

所が、グローバル・コモンズ・スチュワー

ドシップを実現するために、国内政策が不

人新世にふさわしい国内ガバナンスと
国際協力の実現

D.1.3
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十分であるという判断を下している。例え

ば、2021年4月、ドイツの憲法裁判所は、

若者や将来の世代への過剰な負担を避ける

ため、同国の気候変動法を改正すべきであ

るとの判断を示した。この判決で、同裁判

所は、パリ協定で設定された世界的な気温

の目標を達成するには、ドイツの残りのカ

ーボンバジェットを超過してはならないこ

とを明確に認めている58。これは、2019年12

月にオランダの最高裁判所が「危険な気候

変動がオランダ住民の生活や福祉に深刻な

影響を及ぼす恐れがある」として、より大

胆な排出削減を実施するよう政府に命じる

判決を下した一連の裁判に続くものであっ

た59。これらの例は、グローバル・コモン

ズを支援する行政や立法府の行動に対する

司法による監視の重要性を裏付けている。

さらに司法は、企業が自らの影響に対する

責任を果たしていることを監視する役割を

担うことができる。例えば、2021年5月、オ

ランダのハーグ地方裁判所は、ロイヤル・

ダッチ・シェルに対し、オランダ国民への

環境被害を回避するために、2030年末まで

に2019年比で少なくとも45％の炭素排出量

を削減しなければならないという判決を下

した60。

ただし、司法は先例を作る上で威力を発揮

するが、それに要する手続きは長く、そ

して反応的である。したがって、司法の他

に政府の政策を主体的に監視できる機関

の設置も重要と言える。例えば、立法府

は、気候変動やその他のグローバル・コ

モンズに関する国内外での政策公約の達

成について行政の責任を追及することがで

きる。英国気候変動委員会(Committee	on	

Climate	Change)やデンマーク気候変動評議

会(Danish	Council	on	Climate	Change)は、

国の政策がパリ協定の取り組みに準じてい

るかどうかを定期的に議会に報告する目的

で、法律によって設置されている。重要な

のは、これらの委員会を設置する法律が、

委員会の独立性と報告義務、及び、すべて

の勧告に対応するための、政府の義務を定

めていることである61。

各国（特に富裕国）は、グローバル・コモ

ンズや他国への負の越境負荷をさらに追跡

し、削減する必要がある。このような越境

負荷には、国際貿易に伴うGHG排出や生

物多様性の損失、有害廃棄物の輸出などが

含まれる。GCSインデックス62で実証され

ている通り、このような越境負荷はあらゆ

る場面で生じているが、各国の統計当局で

は測定されない傾向にある。近年、国際的

な越境負荷を推定するためのデータや分析

手法は、特にグローバル・コモンズ・スチ

ュワードシップに必要な4つのシステム転

換に関連して、大幅に改善されている。す

べての国はこのデータを公表することがで

き、政策立案の過程でそれを考慮する必要

がある63。EUの統計局Eurostatは、公式な

統計データに越境負荷に関する指標を採用

する準備を進めており、他の国にもそれに

倣うよう促している。さらに、2022年4月、

スウェーデンは、海外で発生する消費ベー

スのGHG削減目標を設定する意向を世界で

初めて表明した65。

各国は越境負荷を測定するだけでなく、そ

の負の影響を抑制するために国内政策を

改革しなければならない。その第一歩とし

て、国内政策が他国に及ぼす潜在的な越

境負荷を体系的に評価することが必要であ

る。持続可能な食料や森林、土地、水、海

洋への転換においては、越境負荷への対

応は特に重要である。米国とEU64のバイオ

燃料の義務化にあたり、中南米や東南アジ

アの熱帯林破壊に関わる影響が考慮されな

かったことはよく知られている。政策の一

貫性を高めるため、すべての国（特に富裕

国）は国内政策を精査し、意図しない国際
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的な越境負荷が生じないかを確認する必要

がある。これには二国間および多国間の貿

易協定が含まれ、グローバル・コモンズ・

スチュワードシップに準じたものとするこ

とが求められる。そして、FABLEコンソー

シアムが示す通り、国際的な越境負荷を理

解し、政策の一貫性を強化するための分析

ツールは既に存在しているのである43。

また、各国は人新世における国際関係を再

構築しなければならない。ここ数年、中国

やロシア、欧州、米国など、多くの地域で

緊張が高まっている。ロシアのウクライナ

侵攻に伴い、ロシアとNATOが衝突する危

険性もある。我々は国によって根深い相違

があることを否定しないが、もし各国が協

力して気候変動との戦いとグローバル・コ

モンズの保全に取り組むことができなけれ

ば、世界の偉大な人類文明は文字通り終焉

を迎えることになるだろう66。

COP26での米中共同声明は、気候変動の問

題に個別的かつ協調的に取り組む意向を改

めて表明するものであった。これは称賛に

値すると同時に、必要なことでもあるが、

協力と対立を同時に追求することで信頼と

真の協力関係が損なわれる危険性もある。

したがって、気候やその他のグローバル・

コモンズの管理に関する協力が、この二国

間の関係の中心となり、双方が信頼を深め

ながら意見の相違を建設的に解決できるよ

うになることを我々は期待すべきである。

実際、グローバル・コモンズ・スチュワー

ドシップは効果的な国際協力と外交に依存

していると言える。例えば、EUは、グリ

ーンディールの一環として、「グリーンデ

ィール外交」の概念を推進している。これ

は、持続可能な開発を推進するという全体

目標のもと、信頼できる事例を示し、外交

や通商政策、開発支援、その他の対外政策

で追従するなど、二国間および多国間の関

係の枠組みを提供するものである12。我々

は、すべての国の間でグリーンディール外

交を行う必要があるという意見に強く同意

する。

税収の公平な配分とグローバルな法人税の

最低税率の設定のために、国際的な課税ル

ールの改革が合意に至ったことは、互恵的

な国際協力の可能性を示すものと言える。

この協定はOECDによって進められ、世界

のGDPの90％以上を占める136の国と地域

が参加している67。OECDはグローバル・

コモンズ・スチュワードシップに関して

も、OECDとG20の44カ国を対象にカーボン

プライシングを調和的に評価する取り組み

を進めている68。このアプローチは、協力

とカーボンプライシング政策の公正な比較

を促進する上で非常に重要である。

 

一方、既存の政府間機関をグローバル・

コモンズ・スチュワードシップに適した

ものに再構築することも必要である。例え

ば、G20は国連を補完する強力で効果的な

枠組みとして台頭してきたが、現在のG20

には、アフリカの人口の96％、つまりグロ

ーバル・コモンズの崩壊リスクが最も高い

地域と人の多くが参加していない。経済学

者のジェフリー・サックスは、アフリカ連

合をG20の新メンバーに迎えることが簡単

な解決策であると主張している69。そうす

ることで、G21はさらに54カ国と13億人の

人たち、2兆3千億ドルの総生産高を代表す

ることになる。これにより、さらに効果的

で正当な意思決定を行う組織の能力を高め

るだけでなく、アフリカの地域的な調整を

行う上で重要な議論の場を提供することが

できる。
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EUのグリーンディールは、地域の機関が行

動や協力、合意形成の過程で果たすことの

できる役割を示した代表例と言える。効率

性の確保（例：エネルギーグリッドの相互

接続、標準の共有）や、重要インフラの戦

略的開発（例：低炭素輸送、水素ネットワ

ーク）、グローバル・コモンズと生態系の

適切な管理のためには、地域の協力が不可

欠である。

地球規模の自然現象を直接変化させる可能

性のあるジオエンジニアリング（気候工

学）のような実験的介入の試みは、地域と

国際協力の両方に重要な課題を提起してい

る。破滅的なティッピング・ポイントを回

避、あるいは逆転させる可能性を否定すべ

きではないが、こうした介入のリスクと潜

在的コストは計り知れない。自然のプロセ

スに対する我々の理解は急速に深まっては

いるが、同時にシステム自体の複雑さやシ

ステム間の複雑な相互作用に対する認識も

高まっている。良かれと思って行った介入

が、取り返しのつかない重大な結果を招く

可能性もある。影響を受けるステークホル

ダーや国際社会の同意なしに、個々の主体

がそのような介入を展開しうるという事実

は、自然システムへの影響が実証されてい

ない介入の研究と展開を管理するための、

国際的なガバナンスメカニズムが必要であ

ることを裏付けるものである。

また、一部の国からは、地球環境協定

（Global	Pact	for	the	Environment）など、

グローバル・コモンズに関するより効果

の高い国際的な法的枠組みについての提案

や、国際刑事裁判所(ICC)の設立を定めたロ

ーマ規定の拡充に焦点を当てた提言なども

出てきている。現在、ICCは人道に対する

罪や侵略犯罪、戦争犯罪、ジェノサイドに

関する審理を行うことができるが、いくつ

かのキャンペーンでは、エコサイド（大規

模な環境破壊）を5番目の国際犯罪として

追加することが主張されている。これらの

新たな法的犯罪や権利の確立に向けた取り

組みは、環境犯罪の抑制とグローバル・コ

モンズの保全に大きく貢献するだろう。

一般的に、環境犯罪は、天然資源を対象と

した窃盗、横領、汚染で構成される。多く

の場合、犯罪ネットワークは脆弱な人々や

そのエコシステムを利用して、違法な森林

破壊や土地の収奪のほか、漁業、伐採、鉱

業、野生生物の取引、土地転換に関与して

いる。また、環境犯罪は近年急激に拡大し

ており、今や麻薬取引や偽造品取引に次い

で3番目に多い不法行為になっている。環

境犯罪の長期的なコストは年間1〜2兆ドル70

にものぼり、環境犯罪によって政府が失う

年間税収は90〜260億ドル71と推定されてい

る。しかし、環境犯罪はほぼ野放しの状態

にあり、その増加ペースは世界経済成長率

の2倍から3倍に相当する72。

各国は、国内で厳格な法的基準を施行・維

持する一方、他国の法律を尊重し、サプラ

イチェーンの透明性を強化し、マルチステ

ークホルダーコアリッションによる取り組

みを推進する必要がある。例えば、新た

なイニシアチブである「自然犯罪防止連合

環境に悪影響を及ぼす違法行為への対応D.1.4
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（Nature	Crime	Alliance）」を支援すること

で、各国の法執行機関とインターポール、

国連薬物犯罪事務所の能力を結集させ、食

料や土地利用システムにおける環境犯罪

や人権侵害を取り締まることができる72。

「ノルウェー国際気候・森林イニシアチブ

（Norway’s	International	Climate	and	Forest	

Initiative）」がスポンサーとなっているこ

のイニシアチブが実現すれば、環境犯罪に

よる不正資金を回収し、グローバル・コモ

ンズの回復と適切な管理に資金を提供する

ことができる。また、2020年9月の「リーダ

ーによる自然への誓約（Leaders'	Pledge	for	

Nature）」には、環境犯罪を撲滅する公約

が盛り込まれ、これまでに90カ国以上の賛

同を集めている。この取り組みには、違法

行為のスコープを拡大し、環境破壊に対す

る説明責任と遂行責任を確保する内容が含

まれるべきである。

「スターン・レポート」73や「ダスグプ

タ・レビュー」74をはじめとする数多くの

研究が、グローバル・コモンズ・スチュワ

ードシップが経済的に有意義であることを

示している。人為的な環境への悪影響を抑

制することは、何もしないことによる長期

的な不利益を被るよりはるかに安上がりな

のである。しかし、金融市場や企業は依然

としてグローバル・コモンズにとって好ま

しくない状態のままである。例えば、世界

の食料システムの市場規模は10兆ドルに及

ぶ一方、毎年12兆ドルの隠れたコストを生

み出している72。持続不可能な投資を抑制

し、グローバル・コモンズ・スチュワード

シップに資金を回すためには、既存の経済

モデルの抜本的な転換が必要である。そし

て、そのような転換を図ることで、広範か

つ効率的・補強的なフィードバックが生ま

れ、ポジティブなティッピング・ポイント

に至るために必要な条件を整えることがで

きるのである。

包括的な課題の一つとして、GDPと国民経

済計算が、各国の経済と社会、環境の進歩

について誤った印象を与えていることは広

く認められている74–76。各国はGDPを補完

すべく、人間のウェルビーイングをより直

接的に測定しなければならないのである。

例えば、ニュージーランドでは、GDPを重

視する代わりに、人的資本や社会的資本、

自然資本を組み込んだLiving	Standards	

Frameworkを導入し、意思決定の指針とし

ている。この概念を政策立案に盛り込むた

め、同国の財務省は2019年に「ウェルビー

イング予算」の実現に向けて動き出し、政

策の金銭的・非金銭的コストと利益を一貫

して評価するツールを導入している。他

の国もさまざまな指標を検討しているが、

根本的なポイントは同様であり、GDPが現

代社会の進歩を測る指標としては狭すぎる

という問題意識に端を発しているものであ

る。COVID-19からの復興は、緊急の課題で

あると同時に大きなチャンスでもある。う

まくいけば、COVID-19後の復興に向けた前

例のない政府の支出は、グローバル・コモ

経済と金融、
インセンティブのリセット
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ンズ・スチュワードシップへの移行を推進

する大きな力となるだろう。一方で、この

ようなプログラムは、下手をすると、シス

テムの転換を阻害するレガシーセクターを

定着させる可能性も併せ持っている77。こ

の点に関して、我々はアクションに必要な

5つの緊急優先事項を提案する。

税制と公共支出に関する国の財政政策は、

グローバル・コモンズ・スチュワードシッ

プと社会的包摂の実現のための重要な手段

である。そこで、第一の優先事項として、

経時的に上昇する適切なカーボンプライ

スの導入を提案する。OECDによれば、カ

ーボンプライスは2030年までに少なくとも

CO2換算1トン当たり120ユーロに達する必

要があるが、現時点でこの目標に届きそう

な国はほとんどない78。また、効果的なカ

ーボンプライスは、炭素税や炭素の市場メ

カニズム（EUの排出権取引制度など）によ

って実現されるものであり、このような価

格メカニズムは、GHG排出を増加させる経

済のすべての部分に適用されなければなら

ない。さらに、一酸化二窒素や二酸化硫黄

など、他の汚染物質についても同様の価格

設定が必要である。これらの汚染物質に対

する増税は、労働者の財政負担を軽減し、

雇用を促進することにもつながる。このよ

うなカーボンプライスの設定方法が広く

受け入れられるためには、公平性と分配に

よるインパクトが重要である27。税収を納

税者に還元したり、低所得世帯の支援に充

てたり、グリーン・インフラ整備のために

リングフェンシングすることで再分配すれ

ば、カーボンプライシングは最大の効果を

発揮する（セクションD.3.1）。 

g  ある研究によれば、上位20％の富裕層世帯は、下位20％の貧困層世帯の6倍もの化石燃料関連の補助金を受け取っている80。

2つ目の優先事項は、各国が有害な補助金

を段階的に廃止し、その用途を変更するこ

とである。国際通貨基金（IMF）は、2025年

に効率的な化石燃料価格の課金によって得

られる潜在的な収入を、世界のGDPの3.8%

と推定しており、それによって世界のCO2

排出量を基準値より36%削減し、地域の大

気汚染による年間90万件の死亡を予防する

ことができると見積もっている79。エネル

ギー関連の補助金が適切に設計されれば、

社会の重要なニーズを満たし、SDGsの達成

を後押しすることができるが、ほとんどの

補助金は、無駄なエネルギー消費を促し、

クリーンエネルギーへの投資を減らし、所

得格差を拡大させg、インフラや社会サー

ビスに必要な他の公共支出を圧迫してい

る。幸いなことに、不適切なエネルギー補

助金を別の用途に振り替えるためのツール

ボックスはよく知られており、その有用性

は各国の経験によって裏付けられている80

。COVID-19後の復興とロシアによるウクラ

イナ侵攻に伴う世界のエネルギーシステム

の混乱は、このような補助金改革を加速さ

せる機会にもなり得る。	

財政政策とグローバル・コモンズ・
スチュワードシップの合致

D.2.1
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農業は、エネルギーセクターに次いで多く

の補助金を受け取っているセクターであ

り、その額は年間7000億ドルにものぼる。

こうした補助金の多くは、公衆衛生や気候

システム、生物多様性、土壌の炭素貯留、

汚染に対して、正味で負の社会的影響を及

ぼしている72。これらの資金は、より持続

可能な農業など、自然や人々の健康にとっ

てプラスとなり、食料システムの転換に貢

献する解決策に振り向けられるべきであ

る。食料システムの転換は、世界のGDPの

0.5％未満とされる投資コストの15倍以上の

社会的利益をもたらす可能性があり、現在

の食料システムが環境や人々の健康、開発

に対する隠れたコストとして毎年生み出し

ている推定12兆ドルのコスト削減にもつな

がるのである72。

グローバル・コモンズ・スチュワードシッ

プに向けた4つのシステム転換と財政政策

を整合させるための3つ目の優先事項は、

公共調達である。公共調達は、OECD諸国

の平均で一般政府支出全体の約30％、GDP

の12％を占めている81。これをエネルギー

の脱炭素化と持続可能な食料システム、循

環型社会の実現に向けた転換経路と整合さ

せることができれば、公共調達はテクノロ

ジーのシフトや、多くの民間資金を呼び込

むための基準の設定を加速させることがで

きる。これに関して、EUと英国の公共機関

は、EUのタクソノミーと英国における同

等の基準を遵守する意向を既に確認してお

り、他の国の公共調達当局も同様のアプロ

ーチを検討すべきである。

さらに、4つ目の優先事項として、それぞ

れのシステム転換に必要な公共投資を賄う

財政基盤を維持するために、各国は税源侵

食と利益移転を防がなければならない。こ

れには、法人税の最低税率、税の透明性の

向上、租税回避地への利益移転が容易な

テクノロジー企業への公正な課税、企業の

実質的な所有権についての透明性の高い登

記、マネーロンダリング防止基準の施行な

どの施策が含まれる。我々は、税源侵食と

利益移転を抑制するための国際的な課税ル

ール改革に向けた議論の進展を心強く思う

とともに、透明性の高い最低税率の基準が

すべての主要経済国によって早急に採用さ

れることを期待している67。これは、グロ

ーバル・コモンズ・スチュワードシップを

含むSDGsの達成に向けた各国の投資能力

向上に大きく貢献するだろう。

最後に5つ目の優先事項として、より良い

財政政策を確保すべく、各国は国民経済

計算に自然資本を反映させ、自然資本の破

壊が経済的な生産やウェルビーイングと

して偽装されないよう注意しなければな

らない。現在の国連環境・経済統合勘定

（SEEA）は、このような目的に対応でき

るまでに成熟しており、農業や林業、漁

業、大気汚染、エネルギー、生態系、土

地、物質フロー、水などの環境活動を対象

とした自然資本会計の方法論が盛り込まれ

ている。さらにSEEAは、標準的な国民経

済計算システムに統合可能な物理勘定と貨

幣勘定の両方を考慮している。我々は、自

然資本をはじめとするグローバル・コモン

ズ・スチュワードシップに不可欠な要素を

盛り込めるよう、国民経済計算の枠組みを

拡大することを各国に要請したい。
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各国は、グローバル・コモンズのスチュワ

ードシップに適合するようにゲームのルー

ルを修正するだけでなく、より多くの資金

をグローバル・コモンズの保全に振り向け

なければならない。4つのシステム転換に

は、今後10年間で年間1.5〜2.5兆ドル、世界

総生産の1.5〜2.5%の投資増が必要と試算さ

れているh。エネルギーシステムと持続可能

な農業、環境保護、循環型経済、その他グ

ローバル・コモンズ・スチュワードシップ

への転換に必要な投資の多くは複雑である

ため、官民合同の大規模な資金調達ソリュ

ーションが必要となる。現在、1ドルの公的

支出で動員される民間資金は1ドル未満であ

るが、このようなブレンデッド・ファイナ

ンスを動員する上で重要な成功要因も理解

され始めており87、その中には、規制の合

理化や銀行融資可能なプロジェクトパイプ

ラインの構築、ブレンデッド・ファイナン

スの主流化と規模拡大などが含まれる。	

現在、各国の開発銀行やそれに準ずる機関

が、エネルギーの脱炭素化やその他のシス

テム転換のための資金調達に乗り出してい

る。その一つである欧州投資銀行は「欧州

の気候銀行」となり、欧州グリーンディー

ルの目標に向けてブレンデッド・ファイ

ナンスを誘導する中心的な役割を担ってい

る。同様に、アジア開発銀行やアジアイン

フラ投資銀行などの地域開発銀行を含む多

国間開発銀行のミッションも、SDGsやEU

タクソノミーなどと同等の基準に準じたも

のにすべきである。具体的には、多国間融

資機関は、2050年までにGHGの排出を正味

ゼロにするという目標と矛盾する化石燃料

ベースのインフラに融資すべきではない。 

多国間金融機関の大株主（中国、EU、日

h  さまざまな情報源に基づきSYSTEMIQにより算出72,82–86

本、韓国、英国、米国）の多くは、2050年

までに（中国の場合は2060年までに）完全

な脱炭素化を約束しており、持続不可能な

インフラへの融資からの転換は、単純に政

策一貫性の問題であるとも言える。心強い

ことに、中国や日本、EU、米国などの国が

いずれも石炭火力発電所への国際的な融資

の段階的な廃止を約束していることから、

国際金融機関は、資金提供などの主要な活

動に本格的に取り組む前に、グローバル・

コモンズへの影響に焦点を当てた持続可能

性影響評価を行うべきである88。また、す

べての国および多国間の金融機関は、グ

ローバル・コモンズを守ることを義務とし

て、ブレンデッド・ファイナンスを動員

する活動に焦点を当てるべきである。これ

には、多くの国が積み立て、2020年に世界

で56兆ドルに達していると推定されている

年金基金も含まれる89。これらの基金の多

くが公的セクターの支援（例：税制優遇措

置）を受けていることを考慮すれば、それ

らをデフォルトで環境・社会・ガバナンス

（ESG）基準の対象とし、より持続可能で

レジリエントな経済への転換のための資金

として活用することも考えられる。デンマ

ーク90やスウェーデン91などの国は、既にこ

のようなアプローチを実施している。

また、自然システムの回復と保全に必要な

資金を調達するための、より直接的な方法

として、GHGの排出やグローバル・コモン

ズに有害な活動への課税による収入を、生

態系サービスへの支払い資金に充てること

が考えられる。これにより自然システムの

再生に向けた競争が刺激され、新たな市場

が生まれる可能性がある。

グローバル・コモンズの保全への投資D.2.2
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グローバル・コモンズ・スチュワードシッ

プを実現する上で、民間企業が果たすべき

役割は非常に大きい。民間銀行と企業は、

必要とされる新しいテクノロジーと運用モ

デルを開発し、拡大するための原動力と資

金、リソースを提供しなければならない。

そのためには、企業がコストやリスク、成

功を測定する方法を変える必要がある。つ

まり会計基準からビジネスモデルに至るま

であらゆる面での転換が必要なのである。

しかし、基準だけでは十分ではない。企業

のリーダーは、公共の利益を犠牲にして私

的な利益を得ることがもはや容認されるも

のではないことを認識し、ネット・ポジテ

ィブな事業戦略に注力しなければならない

（Box	2）。

ビジネス・金融セクターのインセンティ
ブとグローバル・コモンズ・スチュワー
ドシップの整合

D.2.3
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Box 2 | ネット・ポジティブな事業戦略の必要性

環境問題の重大性と緊急性を考えれば、悪影響や排出量をわずかに減らすだけの「less	bad（悪くない）
」なビジネスモデルでは不十分である。自然を破壊も再生もしない、文字通り「持続可能な」ビジネス
モデルでも、やはり十分ではない。ユニリーバの元CEO、ポール・ポールマンは、企業が「ネット・ポ
ジティブ」になるために、再生と回復、修復について考えるよう呼びかけている。彼の定義によれば、
「ネット・ポジティブな企業」とは、自らが獲得した以上のものを環境や社会に還元することで繁栄す
る企業である。彼の著書では、このようなアプローチ92が持つ意味について、現在の繁栄と将来の成功の
ために企業が採るべき4つのステップを中心に概説している。 

1つ目は、責任ある長期的な視点の経営により、株主優先の経営から、より幅広いステークホルダーの利
益に貢献する経営へと移行することである。株主への利益還元を最優先にすると、社会や環境へ重大な
悪影響がもたらされることが多く、短期的な利益にとらわれて近視眼的になり、投資家へのリターンが
損なわれる可能性もある。長期的な投資家のリターンは、短期の金銭的利益を最大化するのではなく、
幅広いステークホルダーの幸福のために尽くすことで得られる報酬でとなる。

2つ目は、それが意図的なものか否かを問わず、自らのフットプリントに対する全責任を負うことであ
る。短期的な利益は、しばしばコストの外部化と利益の内部化により増強されてきた93。しかし、負の
影響に対するオーナーとしての責任を果たしてこなかったことの代償が、今、経営者や投資家に突きつ
けられている。そのような代償の例として、児童労働や低賃金労働、奴隷労働、分断を生む虚偽のコン
テンツを拡散するテクノロジー・プラットフォーム、地域汚染からグローバル・コモンズの不安定化に
至るまでの環境に与える壊滅的な悪影響などが挙げられる。自らの事業活動が人々や地球に及ぼすさま
ざまな影響を企業が理解し、それを軽減・管理する責任を果たすことに対し、規制当局や投資家、顧客
の期待はますます大きくなっている。そして、データ収集と共有におけるイノベーションは、企業のそ
のような活動の一助になることが期待されている（セクションD.4.2参照）。

3つ目は、強固なパートナーシップを構築し、批評家との協力を含め、マルチステークホルダーコアリッ
ションを強化することである（セクションC.1.2参照）。企業が協力し合えば、自社の持続可能性とレジ
リエンスを高めながら、事業を展開するセクターの持続可能性とレジリエンスを高めるという複雑な問
題に取り組むことができる。また、協力することによってファーストムーバーのデメリットを打ち消す
効率性を獲得できることも少なくない。このようなパートナーシップには、問題の特定とソリューショ
ンの策定をサポートする市民社会組織など、建設的な批評家を取り込む必要がある。

最後のステップは、政府と共に「ネット・ポジティブ・アドボカシー」のモデルにシフトすることであ
る。複雑なシステムの課題に取り組むには、システムの統治方法を根本的に変える必要がある。企業
は、政府との関係を利用して規制に反対したり、優遇措置を求めたりするのではなく、政策立案者が万
人の利益のために問題解決のルールを改善するプロセスにどう協力できるかを考えるべきである。その
ためには、政策立案者が追求する目標を明確に理解するなど、政府との関係におけるオープンで透明性
の高いアプローチが必要となる。望ましい行動と結果を効果的に達成できるように政府の政策設計を積
極的に支援することで、企業は悪しき規制によるコストを回避し、不確実性を低減することができる。	
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4つのシステム転換に必要な民間資本を動員

するために、各国と国際社会は、金融規制

を手始めとして、企業や金融部門のインセ

ンティブとグローバル・コモンズ・スチュ

ワードシップの整合を図る必要がある。EU

は、SDGsを含むESGの目標に反する資金

調達活動を資本市場から遠ざけようとして

おり、2021年末以降、民間投資を行う際は

パリ協定の目的に合致しているかどうかの

開示が求められるようになった。さらに今

後、EUタクソノミーは、グローバル・コモ

ンズ・スチュワードシップのための4つの転

換に広く合致する他のESGトピックを網羅

できるように拡張される予定である。クリ

スティーヌ・ラガルドは、気候変動リスク

に係る金融当局ネットワーク（Network	for	

Greening	the	Financial	System）に招集され

た他の多くの中央銀行関係者と共に、気候

変動は世界経済に対するシステミックな脅

威であり、したがって、物価の安定性を確

保しながら経済リスクを管理するという中

央銀行に託された権限にとっても重要であ

ると宣言している94。

同様に、英国では、気候関連財務情報開示

タスクフォース（TCFD）の勧告を参考に

して、グリーン投資に資金を誘導するため

の厳しい金融規制が導入されている95。ま

た、米国証券取引委員会も、TCFDに触発

され、気候関連の財務情報開示に関する規

則を提案している96。中国は、2060年まで

にカーボンニュートラルを達成するという

目標を支援すべく、一連の金融規制を準備

している97。

今後、投資家の圧力と規制に加え、金融機

関の自己利益により、グリーン投資に向

けたリバランスがさらに進むだろう。ただ

し、この動きが既に持続可能な活動に対

するラベリングと資金提供で終わらないよ

うにすることが極めて重要である。なぜな

ら、もしそうなった場合、地球の健康とレ

ジリエンスにとって最も負荷の大きい産業

が、転換に必要な投資資金を絶たれてしま

う危険性があり、企業が金融セクターの監

視が行き届かない領域で事業を継続する動

機を与えてしまうためである98。その代わ

りとして、金融機関と規制当局は、科学的

根拠に基づき、外部から検証可能な脱炭素

化目標やその他の持続可能性目標と連動す

るトランジション・ボンドなどの手段を確

実に用意する必要がある。

TCFDとEUタクソノミー、金融システムの

ストレステストや環境に有害な活動への投

資回避のための基準は、グローバル・コモ

ンズ・スチュワードシップにとって重要な

ツールであるが、ETCやFOLUなどが特定し

た経路に沿ったエネルギーと土地利用シス

テムの転換を支援できるようにするために

は、さらなる精緻化が必要である（セクシ

ョンD.1.1）。ここで重要なのは、金融スト

レステストや資本フローの転換のためのツ

ールは、今後GHGに着目するだけでなく、

グローバル・コモンズの他の要素や変化の

推進要因も考慮しなければならないという

ことである。	

ダスグプタ・レビューで強調されていた通

り、自然資本についての国民経済計算には

大きなギャップが存在する74。また、世界

経済フォーラムの「New	Nature	Economy	

Report（新自然経済レポート）」シリー

ズでは、主要なセクターが自然資本の劣化

にどのように寄与し、どのような影響を受

けているかを明らかにしている99。そんな

中、気候変動に関する教訓を踏まえ、ネイ

チャー・ポジティブな経済のための金融シ

ステム転換の取り組みを体系的に評価する

ためにTNFDが設立された。	
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我々はTNFDに対し、農業や不適切な廃棄

物管理、産業活動による反応性窒素とリン

の持続不可能な放出という重要だが見落と

されがちな問題にも配慮するように提言し

たい。そうすることで、TNFDは、グロー

バル・コモンズ・スチュワードシップと整

合性のある経済を実現する上で大きな障害

となるギャップを埋めることができる。

世界最大の資産運用会社ブラックロック

の会長、ラリー・フィンクが2021年に投資

先企業のCEO達に宛てた書簡で強調した通

り、気候変動は企業にとって大きなリスク

でありながら、企業会計に反映されていな

い100。しかし幸運にも、鍵となるプレイヤ

ーたちが一丸となり、この状況を改善しよ

うとしている。2021年11月のCOP26で、企

業や金融機関による財務的に重要な持続可

能性に関する情報の開示枠組みを統合する

取り組みとして、国際サステナビリティ基

準審議会（ISSB）が発足した。これを主導

したのは、既に約140カ国で適用されてい

る会計基準を定めている国際財務報告基準

財団（IFRS	Foundation）である。ISSBは、

国際統合報告委員会（IIRC）とサステナビ

リティ会計基準審議会（SASB）の合併に

より最近設立された価値報告財団（VRF）

など、幅広いコアリッションにサポートさ

れている。このような組織の連携は、新し

い基準策定が、アーリーアダプターを動員

する任意基準の域を超え、より良い会計基

準の包括的な採用に向けて動き出そうとし

ていることを示唆しており、各市場の規制

当局は、出された提案を迅速に採用できる

よう検討する必要がある。	

「持続可能な開発のための2030アジェンダ

（2030アジェンダ）」の下で呼びかけられ

ているとおり、すべての社会が社会的包

摂、公平、公正と「誰一人取り残さない」

誓いの実現に取り組まなければならない。

所得格差は全体として拡大の一途を辿って

いるが、模範となる国も多く存在する。例

えば、北欧諸国は累進課税や所得移転、貧

困層に恩恵が及ぶことを特に念頭に置いた

人的資本に対する投資を通じて格差水準を

低く抑えている。ラテンアメリカやその他

地域にも狙いを絞った政策によって格差の

縮小に成功している国がある。

社会的包摂と公平は転換に向けた合意形成

の基盤であり、よってグローバル・コモン

ズ・スチュワードシップにおける4つのシ

ステム転換の推進要因でもある。転換がも

たらす経済や労働市場の変化は、その国が

高いレベルの社会的結束に恵まれた場合

にのみ受け入れられる。そして、おおくの

転換においては政治、技術、商習慣の変革

はもちろん、文化的および社会的規範の変

化を伴う行動変容が大きな鍵を握るのであ

る。気候運動はおそらく、公正な移行の決

定的重要性を認識した先駆けであり、この

知見は4つのシステム転換にも同様に当て

はまる。我々はグローバル・コモンズ・ス

チュワードシップの実現における社会的包

変化に向けた合意形成のための
包摂性、公平性の確保
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摂の重要性を十分認識しつつあるが、各国

が社会的包摂や公平をどのように強化でき

るかという観点からの考察は十分とは言

i  有益な考察としてLeach	et	al.(2018)	101、WBGU	(2018)102を参照。

えないi	。グローバル・コモンズ・スチュワ

ードシップを推進するためには、それぞれの

国は以下の課題に目を向ける必要がある。	

 

グローバリゼーションは数十億の人々に繁

栄をもたらした一方で、その恩恵の外に置

かれた人々も大勢存在する。新型コロナウ

イルス感染症のパンデミック以前でさえ、

世界の人口の8.4%は極度の貧困（1日1.90US

ドル未満）の中で暮らし103、世界銀行の推

定によると、パンデミックの発生によっ

て2021年末には極度の貧困層がさらに1億

5,000万人増加した可能性がある。パンデミ

ックはこのほかにも、社会的結束とコレク

ティブ・アクション、その支えとなる個人

的および社会文化的規範の重要性を浮き彫

りにした104。これは、行政に対する不信感

が政策の有効性を損ない、社会の二極化を

招くのとは対照的である。

開発、格差の課題と地球システムの健全性

は密接に関連しており、その解決策も同様

である。すべての国にプラネタリー・バウ

ンダリーの限界値を超えない範囲で国民の

ニーズに応える努力が求められ、開発と持

続可能性が対立することがあってはならな

い。SDGsは人的資本と人間のウェルビー

イング（健康、教育、ジェンダー平等、食

料安全保障、あらゆる形態の貧困の撲滅）

に対する投資を2030アジェンダの根幹に据

えようというものである。また、強靱な人

的資本は経済成長の原動力であるだけでな

く、所得格差を縮小する重要なイネーブラ

ーでもあり、逆に著しい格差が社会と個人

に大きな悪影響を与えることは周知の事実

である105。貧困や著しい格差に苦しむ社会

では、グローバル・コモンズ・スチュワー

ドシップに向けた4つのシステム転換に取

り組もうとしても、共通の目的の下に力を

結集することが困難になる。最新のIPCC

報告書によれば、気候変動緩和策が、持続

可能な開発、公平、貧困撲滅の観点から設

計、実行され、なおかつ対象となる社会の

開発目標に根差している場合に、その緩和

策の受容性、持続性、有効性が高まるとい

う27。したがって、人的資本と人間のウェ

ルビーイングに対する投資とはすなわち、

グローバル・コモンズ・スチュワードシッ

プに向けた転換に対する投資であるとも言

える。本報告書では、社会変革や人的資本

への投資の細かな運用面は取り上げられて

いないが、気候変動に対処し、土地の利用

や食料システムの持続可能性を高め、包括

的な形で繁栄する都市や循環経済を推進す

るための取り組みはすべて、健康、教育、

食料安全保障その他の人的資本に関わる要

素への投資が土台であり、基本的サービス

へのユニバーサルアクセスを確保するもの

であることを強調している。

健全でレジリエントな地球システムは全人

類の健康と繁栄、安全に必要不可欠であ

り、だからこそどの国も例外なく、グロー

バル・コモンズの保全と回復に関心を持っ

ている。低所得国は、特に農業や漁業を介

して、健全な自然システムへの依存度が高

公平性と透明性を備えた
参加型の転換を設計する
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い傾向にあるため104、緩和経路に伴う世界経

済全体への影響を定量化すると、（特に低所

得国にとって）緩和策は福祉を高める方策に

なり得るということが明らかになった104。

セクションBで述べたとおり、グローバ

ル・コモンズの健全性と回復力の確保はす

べての国にとっての関心事であるが、それ

らの保全に関する責任はすべての国が均等

に負うべきものではない。特に先進国には

グローバル・コモンズ・スチュワードシッ

プに向けたシステム転換を主導する責任と

資源がある。また、すべての国が外交、

投資、貿易において、グローバル・コモ

ンズの尊重し、保全し、回復するための平

等かつ互恵的なパートナーシップを築き、

国内、国際両方の高い野心と連帯感を両立

しつつ協力していくことが必要不可欠であ

る。富裕国から低所得国に対するODAは、

グローバル・コモンズ・スチュワードシッ

プの推進と2030年までの極度の貧困からの

脱却において極めて重要な役割を担ってい

る16。ODAの機能を最大限発揮するために

は、より明確な基準と測定が必要であり、

例えば、OECD開発援助委員会であれば 

「リオマーカー」の見直しによってグロー

バル・コモンズ・スチュワードシップの観

点からODAを推進し、その結果を正確に測

定することができる。

また、支援とは必ずしも多額の資金の移転

を必要としない。各国は専門知識の提供に

よって、より効果的に民間投資を誘致し、

資金動員するための政策導入を支援するこ

ともできる。例えば、開発途上国に対して

民間資金を動員するには緻密で安定した再

生可能エネルギー政策が一つの重要ファク

ターになる。適切な規制と並行して、透明

性を高め、競争を促すためのオークション

制度、固定価格買取制度、税制、導入目標

などの措置も必要であり、このような実現

条件が整った途上国は、2015～2019年の期間

にそれ以外の途上国と比べて平均17倍の再生

可能エネルギー投資を誘致している106。ま

た、技術移転による負の副作用（低価値の

雇用、海外の知識・サプライヤーへの依存

など）の可能性を回避するために、実現条

件を強化して開発メリットを補強し、政策

に対する一般社会からの支持を高めるフィ

ードバックを作り出すことも重要である7。

4つのシステム転換に無事着手し、その後

の順調な前進を維持するには、すべての国

が混乱に対処し、成功を共有する方法を見

出さなければならない。どの類の転換にお

いても、勝者と敗者が生まれる。これはほ

とんどの市場経済において自明の事実で

あり、市場の変化は必然的に産業やビジネ

スを作りもし、壊しもするものである。そ

して多くの国では、こうした変化の影響を

和らげる社会的セーフティーネットを採用

し、変化に備えている。経済的手段（カー

ボンプライシングなど）の公平性・分配へ

の影響については、炭素税または排出権取

引収入を原資にした低所得世帯支援によっ

てこれに対処できるが27、迅速な対応を促

すためには、包括的な経済・規制手段の一

部として展開される必要がある。また、特

にコストがかさむ対策においては、価格シ

グナルの高さに頼ることによって生じる公

平性への影響を軽減することもできる。国

として経済を抜本的に転換することによっ

て社会が環境に与える影響を抑制する決断

をするのであれば、公正な移行基金を介し

て転換の影響を受けた敗者を支援すること

は必要不可欠である。これが顕著なのは、

移行の影響が特定の地域全体または領域全

体に及ぶ場合であり、石炭など主要産業や

雇用創出源の段階的廃止といった場合が該

当する。	
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例えばEUは、欧州グリーンディールの下

で転換を進める地域を支援すべく、欧州

公正移行基金（European	Just	Transition	

Fund）を設立している。これはローカル

経済の多様化と近代化に資金を供給するこ

とによって、転換の影響を和らげることを

目的としている。この基金では転換に伴う

デジタルコネクティビティ、工業用地の再

生、労働者の技能再教育、技術支援への投

資が優先されており、EU以外の国々におい

ても公正な移行を支えるための同様のメカ

ニズムの検討が必要である。一方、低所得

国をはじめ、国内資源が十分でない国々の

場合には国際支援が求められる。特に化石

燃料の採取と輸出に大きく依存する国々は

根本的かつ急激な経済転換から生じる特有

の課題に直面することになるため27、こう

した転換の舵取りを助けるための国際協力

や新たなメカニズムが必要となるだろう。

移行に伴う課題の検討が不十分、またはそ

れを怠った国は、目標達成に苦戦を強いら

れることになる。例えば、ドイツのエネル

ギー移行と石炭からの脱却は、2万人もの

雇用が石炭に依存する褐炭採掘地域の抵抗

にあい、しばらくの間停滞した。ドイツの

経済規模を考えれば、労働市場の週次変動

をはるかに下回る水準にすぎないが、エネ

ルギーの移行を推進したい政府と関係者は

移行に付随する雇用の喪失を見据え、影響

を受けるコミュニティと一体となった移行

政策の策定を怠ったため、問題が大きく政

治化した。政策立案者はむしろ、エネルギ

ー移行の結果、全体として雇用が増えると

いう試算に目を向け、仕事を失う人々の声

に対する思慮が欠けていたのである。当然

のことながら、この変化は鉱山労働者にと

っては受け入れがたいことであり、団結し

た結果、国の脱石炭方針は遅れることとな

った。

これと対照的に、スペインでは広範な脱炭

素化の取り組みの一環として2019年に公正

な移行戦略が打ち出され、その中で鉱山・

発電所労働者を保護するための体系的な参

加型プロセスと石炭生産地域の将来の経済

計画が示されている。こうした戦略は、地

元自治体を中心とした幅広い関係者を巻き

込んだ参加型交渉プロセスを通じて、影響

を受ける地域の雇用喪失や課題と機会に関

する検討を促進する107。

この2つの対照的事例から2つの重要な教訓

を導き出すことができる。1つめの教訓は、

一見たいしたことがないように見える社会

的費用でもシステム転換の実現努力を頓挫

させる可能性があるということだ。したが

って、誰が転換の敗者になるのか、支援策

によってそうした敗者の声にどのように対

処できるかを事前に理解することが重要で

ある。その際、プラスマイナスの結果、最

終的に雇用が増えるという試算はほぼ役に

立たない。転換によってその場を追いやら

れる不安から来る（いたって当然の）抵抗

に目を向け、そうした人々と協働していく

ことが重要なのだ。2つめの教訓は、転換

の道筋を透明性、慎重性、参加型の観点か

ら設計することによって、こうした問題は

解決できるという点である。スペインでは

政府や政府以外の幅広いステークホルダー

との連携や調整作業によって、明確に体系

化、文書化されたプロセスを通じてこれを

成功させている。セクションD.1.1でも触れ

たとおり、この2つの教訓はすべての転換

経路とその実行に取り入れられるべきであ

る。
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先住民族やその他の地域コミュニティは、

特に陸域生物圏と海洋の重要な生息地の管

理における中心的存在である。これらの住

民は何世代にもわたって環境と調和しなが

ら暮らしてきていたが、気候変動や森林破

壊、開発、外部主導の資源採取といった脅

威によって、これまでの生活様式を脅かさ

れている。先住民族や地域コミュニティを

尊重するということは、その実体的権利（

土地などに対する権利）と手続的権利（自

由意思による、十分な事前情報に基づく同

意や、情報、公正性などに対する権利）を

認め、支持することを意味する。企業と政

府はこれらの権利を尊重するだけでなく、

ローカルおよびグローバル・コモンズに資

する包摂的で公平な意思決定において、先

住民族が持つ技や知識を積極的に活用すべ

きである。地域コミュニティはローカル・

コモンズを頼りにし、多くの場合、その管

理も行っている。そうしたコミュニティが

繁栄してこそローカル・コモンズは栄える

ことができるのである。

先住民族と地域コミュニティは地球上の陸

域と海域の25%近くを管理しており、その

地域には地球の生物多様性のおよそ80%が

生息していると言われる。また、先住民族

と地域コミュニティが完全な法的保有権を

持つ土地には推定で377億トンの炭素が固

定化されているが108、集団所有された土地

の多くは世界の至る所でダムや水力発電事

業に利用され、水没していっている。加え

て、昨今では貴金属の採掘も先住の土地に

対する深刻な脅威となっている109。

生態系に関わる解決策を設計し、実行する

にあたって、先住民族の貢献を欠かす事は

できない110。Box	3では、ネパールの森林を

例に地域住民のエンパワーメントの重要性

を説明している。先住民族と科学者コミュ

ニティとの積極的な異文化対話は、国と地

域の天然資源管理に文化的管理手法を組み

込む機会となる。各大学や研究センターの

ナレッジダイアログプラットフォームは先

住民族や地域の事情や知識に精通した人、

学部内の地域研究者らをこういった取り組

みに関与させるところから始めることが肝

要である。

IPCC報告書104にあるとおり（そしてポスト

2020生物多様性枠組ドラフト版111の目標1で

認識されているとおり）、SDGsの枠組み

で統合された土地利用の計画と管理は、森

林破壊に終止符を打ち、先住民族と地域コ

ミュニティの暮らしを支援するうえで極め

て重要である。そのため、各国はグローバ

ル・コモンズ・スチュワードシップを支援

すべく、自然、気候、人々のための参加型

の空間計画を検討する必要がある。

先住民族と地域コミュニティを尊重し、
擁護する

D.3.2

64



Box 3 | ネパールにおけるコミュニティによる森林管理112

ネパールでは1957年に森林が国有化された結果、政府の森林保護政策と、暮らしを森林に頼る地元住

民（薪、燃料、飼い葉、材木など）との間に、しばしば対立が生じていた。1976年に、森林の過剰開

発対策として、コミュニティ林業を重視した政策が導入され、国有林の一部を最小行政単位に引き

渡す取り組みが開始された。以降、森林行政機関が地元グループに直接森林を引き渡すようになり、

その結果、飼い葉、草、柱、薪などの資源から生活面での恩恵を受けるだけでなく、森林利用者が

間伐、剪定、除草などの持続可能な森林管理活動に従事することによって森林保護は大きく前進し

た。1989年、1993年、1995年に導入された政府の追加規制により、コミュニティ林業はネパールの林

業セクターにおいて、益々重要プログラムとして位置付けられるようになった。このプログラムが国

内全域に拡大されたことによって木の再生が促され、森林の健康が改善するとともに、地域の資源保

全（流域保全など）や暮らし向きに大きな効果が現れている。

この事例は、先住民族の尊重とエンパワーメントが土地利用の変化から気候、生物多様性、水に至る

まで幅広いグローバル・コモンズにプラスの影響を与えるとともに、貧困と社会的格差の問題にも対

処することができることを示している。政府の強力な規制と支援により、ネパールにおけるコミュニ

ティ森林管理は年を追うごとに大幅に拡大している。2020年時点で国内には2万2,519のコミュニティ森

林が運営され、国土の16%、森林地帯の35%を占めている113,114。
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イノベーションは、新たに開発された技術

や手法、アプローチまで幅広い意味を包

含し、一見手に負えない課題に対してもし

ばしば解決の糸口を提供してきた。我々は

今、第4次産業革命とも呼ばれる空前の技

術革新時代を生きている。安価なプラスチ

ック製品や内燃機関車などの一部の技術が

グローバル・コモンズの劣化を助長してき

た一方で、最新テクノロジーとそれが生み

出すビッグデータはグローバル・コモンズ

を保全する多くのソリューションの要とな

っている。我々はグローバル・コモンズ・

スチュワードシップを促進するイノベーシ

ョンに、ますます多くの民間資金が投入さ

れることを期待している。新規技術の迅速

な開発と導入を含め、イノベーションをポ

ジティブなティッピング・ポイントに導く

には、ミッション志向の首尾一貫したコラ

ボレーションが不可欠である。また、数々

の技術革新の結果、グローバル・コモンズ

とその保全に向けた転換に関する膨大なデ

ータが生まれており、こうした有用なデー

タをグローバル規模のサイバーインフラに

よって適切に管理し、幅広く活用していく

ことが重要である。しかしその一方で、現

在のサイバー領域の管理はこの目的に適っ

ているとは言い難い。

イノベーション、テクノロジー、
データを活用する

セクションD.2で取り上げたとおり、各国は

「市場の失敗」を修正するだけでなく、イ

ノベーションに対する公的支援の役割を含

め、イノベーションシステムの見直しを行

わなくてはならない。市場は多くの問題を

解決できるが、すべての複雑な問題に太刀

打ちできるわけでないことは経済の歴史と

理論が物語っている。テクノロジーとシス

テムの根本的変革には「起業家的国家」115

と官民連携が必要である116。

世界銀行が1993年に報告したように、アジ

ア地域に代表される多くの国々が先進国に

追いつくことができた背景に、経済を根本

から転換させた計画的官民連携プロセスが

あることは、広く知られている117。最近の

分析では、中国やその他の国々がこのモデ

ルをどのように適応し、洗練させてきたか

が明らかにされている118,119。起業家的国家

を中心に構成されたこのようなキャッチア

ッププロセスは、特にアジア地域全体での

貧困の大幅な削減や技術進歩に貢献してき

たが、人新世の現代においては、先進国に

追いつくだけでなく、グローバル・コモン

ズの管理を通じて人々のウェルビーイング

を確保するために、各国がどのように開発

を進めるかが問い直されている。

グローバル・コモンズ・スチュワードシップ
に関して国のイノベーションシステムと
産業戦略に注目する

D.4.1

D.4
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一方、キャッチアップの経済学もま

た、SDGsやパリ協定の目標に向けた持続

可能な開発のための技術革新について、い

くつかの重要な教訓を与えてくれる。中国

の「中国製造2025」戦略は主要分野におけ

る技術リーダーシップを狙った大胆な政策

事例である。環境推進が第一の目的ではな

いものの、太陽光パネルや風力発電、電気

自動車などの重要環境技術の前進に力が注

がれている。これに対して、EUは（欧州委

員会の言葉を借りれば）EUの長期的繁栄と

主権の確保を目的とした欧州のための新し

い産業戦略を打ち出している。これは強い

言葉ではあるが、的を射た表現だ。すなわ

ち、すべての国が、自らのイノベーション

システムが適切に目標に向かっているのか

を考え、グローバル・コモンズ・スチュワ

ードシップに向けたシフトをいかに最良の

形で進められるかを検討することが必要な

のである。

大学は教育者、知識の創造者、解決策の

提案者という3つの重要な役割を担ってい

る。特に3つ目の役割を果たすためには、

学際的協力や産学連携が重要であり、研究

開発への投資はもちろんのこと、研究ネッ

トワークやコンソーシアムの展開が強く求

められる。各大学や研究機関には、グロー

バル・コモンズと4つのシステム転換を、

教育、研究、問題解決のための枠組みとし

て捉えることを提案したい。これによって

アカデミアにおけるサイロ化を打ち破り、

学際的かつ実用的な研究を推進すること

ができるだろう。SDSNが公表したガイド

「Accelerating	Education	for	the	SDGs	in	

Universities（大学におけるSDGs教育の加

速）」には大学におけるSDGs教育の主流

化について、実際の流れやプロセス、実行

を支援するために大学側ができる活動など

を含めた事例が説明されている120。15の大

学が加盟するGlobal	Alliance	of	Universities	

on	Climate（GAUC：気候変動に関する世界

大学連盟）は研究、教育、広報活動を通じ

た気候変動解決策の前進に共同で取り組ん

でいるほか、産業、NPO、政府機関と協力

し、ローカルからグローバルに至る様々な

規模での迅速な実践を後押ししている。

エビデンスに基づくミッション志向の産業

戦略は、イノベーションとその規模の拡

大に必要な長期的資金を提供し、その方向

性を示すことができる。また、市場参加

者に対してシグナルを示し、規制上の障壁

や不確実さを軽減することも可能である。

グローバルヘルスなどの領域では、公益に

資する有望なテクノロジーソリューショ

ン探しのためにイノベーションチャレンジ

やテクノロジーコンテストがうまく活用さ

れており、Grand	Challenges	Canadaのほ

か、ゲイツ財団やXプライズが提供するイ

ノベーション助成金など多くのモデルが存

在する。公的または民間のイノベーション

機関、財団、研究資金提供者にはグローバ

ル・コモンズ・スチュワードシップのため

のイノベーションチャレンジの開催検討を

求めたい。

同様に、実験やパイロットプロジェクト、

小規模の実証実験を行うための保護され

た「場」を提供することによって、性能の

向上や、コストの削減につながる学びを促

進することができる。例えば、Real-world	

laboratoriesでは企業や大学・研究機関、

顧客、規制当局が現実的な条件と緩和され

た規制条件の下で、新しいアプローチをテ

ストし、スケールアップさせることができ

る。これによって規制と市場メカニズムの

適切な関係を明らかにでき、新しいテクノ

ロジーを安全かつ効率的に展開することが

できる。明確な戦略と実証のための効果的
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メカニズムは、補完的な技術（例えばEV用

バッテリーと充電インフラなど）の展開が

必要な場合に特に重要な役割を果たす。

測定できないものは、実行されることはな

い。したがって、グローバル・コモンズ・

スチュワードシップの実行可能性と有効性

を高めるためには、厳密な進捗の追跡が極

めて重要である。グローバル、国、地域、

自治体、企業など、どの規模においてもよ

り精度の高いデータと追跡が求められ、こ

れによって何が効果的で、何が効果的では

ないのかを明確に把握できる。GCSIはすで

にグローバル・コモンズに関するデータ改

善を目的とした2つの大きな取り組みを支

援している。

1つ目は、東京大学グローバル・コモンズ・

センター、持続可能な開発ソリューショ

ン・ネットワーク（SDSN）、イェール大

学が共同開発しているGCSインデックスで

ある。GCSインデックスは、国内で生じる

環境負荷と貿易やその他のメカニズムを通

じた国際的越境負荷を区別しながら、グロ

ーバル・コモンズに対する各国の貢献を追

跡している62。本プロジェクトは、グロー

バル・コモンズへの負の影響を低減し、パ

リ協定と国連SDGsの実施を加速するため

の政策立案に必要な情報を提供することを

目的としている。

2つ目は、WRI、東京大学グローバル・コ

モンズ・センター、ベゾス・アースファン

ド、グローバル・コモンズ・アライアン

ス、国連ハイレベル気候行動チャンピオ

ン、その他のパートナーらが共同設立した

システム・チェンジ・ラボである。彼らは

グローバル・コモンズ・スチュワードシッ

プに向けた4つの重要なシステム転換を可

能にする「セクターごとの鍵となる変化」

を特定し、追跡している（セクションC）

。これによってグローバル・コモンズを守

るための重要な変化とその前進スピードを

より明確に捉えることができ、変化のため

の重要な要素について、各国で教訓を共有

できるようになる。システム・チェンジ・

ラボはマルチステークホルダーコアリッシ

ョンとも協力し、最もリスクが高い領域で

の行動を促し、キャンペーンを推進してい

る。

システム・チェンジ・ラボは、4つのシス

テム転換の進捗をモニタリングするための

「ワンストップショップ」として機能する

ことを目指している。インプット（新規技

術の展開など）の追跡によってアウトカム

（森林回復面積など）を監視する従来の

方法を補い、それぞれのシステム転換がど

のように進行しているかを掴むことができ

る。主要データ提供者やデータ利用者と協

力しながら、科学的根拠に基づくベンチマ

ークに照らして進捗の追跡ができる使いや

すいオープンデータプラットフォームの構

築に取り組んでおり、進捗が加速している

領域や停滞している領域の特定が容易にな

ることが期待される。

新しい進捗評価基準を推進し、
新しいデータを活用する

D.4.2
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また、追跡ニーズのあるその他の項目とし

て、国の政策行動に関するものが挙げられ

る。クライメート・アクション・トラッカ

ー（CAT）は将来を見据えたエネルギー政

策とその評価の情報を収集し、パリ協定目

標に照らした各国の進捗を評価する組織の

先駆けである15。CATは個々の国の野心的

な政策と実行の不足箇所を特定するだけで

なく、エネルギーシステム転換に関する知

識の形成にも役立っている。自由にアクセ

スできる気候政策データベースは各国の政

策比較がしやすく、どのような政策がうま

くいき、どれがうまくいかないのかがわか

る。各国の将来を見据えた政策のほぼリア

ルタイムでの追跡と情報共有の両輪によっ

て、CATは世界の脱炭素化の取り組みを進

める上で重要な役割を果たしている。	

その一方で、エネルギー以外のシステ

ム転換についても同様の取り組みが必

要である。この点に関して一つ注目す

べき動きとして、Food	and	Land	Use	

Coalition（FOLU）が立ち上げたFood,	

Environment,	Land	and	Development	

(FELD)	Action	Tracker（食料・環境・土

地・開発アクショントラッカー）があ

る。CATをモデルにしたこのアクショント

ラッカーは、持続可能な土地利用と食料シ

ステムのための国の政策を対象にしたデー

タベースの構築と評価を目指している。し

かしながら我々が知る限り、持続可能な

海洋、持続可能な物質利用、持続可能な都

市に関する国の政策を体系的に追跡する手

段は今のところ存在しておらず、グローバ

ル・コモンズ・スチュワードシップを国や

グローバルレベルで機能させる上での極め

て大きなギャップとなっている。	

そこで、政策・研究コミュニティに対し、

持続可能な海洋管理、持続可能な産業、持

続可能な消費に関するポリシー・アクショ

ン・トラッカーを検討し、グローバル・コ

モンズ・スチュワードシップの運用手段に

ついての理解のギャップを埋めることを

呼びかけたい。こうした追跡手段はCATや

FELD、その他の社会経済的転換にフォー

カスしたアクショントラッカーとの相補性

を確保するために、慎重な設計が必要であ

る。GCSIは今後、特にGCSインデックス
62とシステム・チェンジ・ラボを活用しな

がら情報不足の解消方法を模索していく

ことになる。PIKが構築したグローバルな

転換経路に関する科学的なモデリング手

法は、プラネタリー・バウンダリーの枠内

で、SDGsを実現する経路の分析などに活

用されているが、この最新の統合的システ

ム分析と、追跡活動とを組み合わせること

も考えられる。

また、グローバル・コモンズの状況につい

ても理解のギャップを埋める必要がある。

こうしたデータギャップの包括的な考察は

本報告書の範囲を超えているが、いくつか

顕著な課題を取り上げたい。まず、プラネ

タリー・バウンダリーの著者が強調する

とおり6、無数の化学汚染物質（新規化学

物質）に関するデータが不足している。こ

れらは日常的に環境に放出され、しかも生

態学的な影響や人間の健康に及ぼす影響が

明らかになっていない。このデータギャッ

プを解消するには、低コストで精度の高い

分析手段が必要であり、理想的には自動サ

ンプリングや自動分析機能の展開が望まし

い。リモートセンシング衛星技術は、重大

な大気汚染物質を追跡でき、これらの分析

を補完できる。	
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次に、生物多様性に関するデータはいまだ

嘆かわしいほど不足している。Nature	Map

やその他の取り組みは空間データの集約

を大きく前進させたが、それでも生物多

様性に関する我々の知識は全体のほんの

一部にすぎず、地球上に生息する推定740

万～1,000万種のうち、科学界に知られて

いるのは陸生種の推定14%と海洋種の9%に

過ぎない121。この程度では我々が種を特定

し、追跡するよりも早く、種が失われてし

まう恐れがある。幸いなことに、環境DNA

サンプリング（eDNA）などの新しい技術

の登場により、定型化された自動化プロセ

スによって多数の種を特定でき、従来の

手法よりもはるかに低コストで生態系全体

の状態をリアルタイムで捉えることが可能

になってきている。こうした技術のコスト

削減と精度の改善、展開地域の拡大のため

に世界全体での取り組みの強化が求められ

る。Earth	BioGenome	Project（地球バイオ

ゲノムプロジェクト）は地球上に生息する

すべての生命体のゲノム配列解析を提案し

ている。これは、グローバル・コモンズ・

スチュワードシップの推進の一環として注

目すべき野心的な取り組みである。	

3つめの大きなデータギャップは、エアロ

ゾルの追跡と測定である。エアロゾルは、

気候システムに重大な影響を及ぼすにもか

かわらず、これに関する明確なデータは不

足しており、欧州宇宙機関などが打ち上

げる次世代衛星などが、グローバル・コモ

ンズの理解におけるこのギャップの解消に

寄与する可能性があるとして期待されてい

る。これについては、特に南アジアや西ア

フリカのモンスーン地域など、エアロゾル

による気候の変化に脆弱な地域の気象パタ

ーンに関して、優先的な取り組みが必要で

あろう66。

最後に、海洋の状態に関するデータを収集

するロボティックアルゴフロートと、最新

世代のリモートセンシング衛星の本格展開

により、海洋生態系と海洋力学に関するデ

ータは大幅に改善されてきている。一方

で、特に公海における漁業の状況と生物多

様性に関しては、まだ大きなデータギャッ

プが残っており、海洋生物圏が地球システ

ムの制御に果たす極めて重要な役割を踏ま

えると、これらのデータギャップ解消の優

先度は極めて高い。

現在入手可能なデータをグローバル・コモ

ンズ・スチュワードシップのために有効

活用することも、データギャップの解消と

同様に重要である。この点に関して一つ

優先的に取り組むべき課題は、データをオ

ンラインでリアルタイムに無償で利用でき

るようにすることである。WRIのLand	and	

Carbon	Lab、Global	Forest	Watch、Global	

Fishing	Watch、Earth	HQなど、この種

のポータルサイトは数多く構築されてお

り、Digital	Earth	Africaは空間データに関

する有望な地域ポータルサイトである。し

かしながら、マテリアルフロー、栄養塩循

環、生物多様性をはじめ、残されたデータ

ギャップは多い。

緻密に設計されたリアルタイムデータポータ

ルと最新人工知能の組み合わせることで、グ

ローバル・コモンズに関するデータを、専門

家にもそれ以外の人にとっても身近なものに

することが可能である。これは、変化の大き

な領域を浮き彫りにし、企業や政策立案者の

説明責任を強化することにもつながる。こう

したほぼリアルタイムのデータポータルの

中で、特に目覚ましい実績をあげているもの

として、農業サプライチェーンが森林破壊に

与える影響を追跡するTraseやGlobal	Fishing	

Watchなどがある。

70



グローバル・コモンズへの理解を深めるに

あたって、リモートセンシングデータとそ

れ以外の形態のデータとの統合がますます

重要な課題となっている。例えば、森林管

理と地上・地中の炭素貯蔵量の理解には衛

星データが大きく貢献しているが、ドロー

ンや土壌サンプル、前述のeDNAを使った

現地測定も依然として必要である。また、

国際応用システム分析研究所（IIASA）な

どの科学者らも短期間で信頼性の高い現地

測定を大量に行うことができるシチズンサ

イエンスツールの実験に成功している122。

今後、これらのさまざまな形態のデータを

統合し、グローバル・コモンズの確かな理

解につなげ、各国政府が活用できる形に転

換していかなければならない。この分野に

関して、ジェフ・ベゾス、ムーア財団をは

じめとする慈善団体から、多額の投資が行

われていることは非常に心強い。

グローバル・コモンズ・スチュワードシ

ップの観点でもう一つ重要なデータトレ

ンドは、世界中の企業のESGパフォーマ

ンスを監視するビッグデータの活用であ

る。Traseなどが提供する空間データを含

む大量のデータベースと企業の内部データ

を組み合わせることで、大企業とそのサプ

ライチェーンのESGインパクト目標への貢

献度を、リアルタイムに近い状態で詳細に

把握することができる。主要なセクター、

産業、ビジネスのガバナンスとSDGsおよ

びパリ協定との整合性に影響を与えるため

には、特定のサプライチェーン（例：食

品、繊維、建設）や商品（例：コーヒー、

大豆、ココア、コバルト）のより詳細な評

価を含む、国際的なサプライチェーンの影

響を評価する必要があり、そのためには、

より包括的でタイムリーなデータが必要で

ある。複雑なグローバルサプライチェーン

は国を超えた越境負荷の原因となり、グロ

ーバル・コモンズ・スチュワードシップの

阻害要因になることも多い。したがって、

この領域で活動する多くのスタートアッ

プには、グローバルサプライチェーンの追

跡、管理能力の大幅な強化に貢献すること

が期待される。	

データイノベーションに関す

る最後の優先課題は、例えば

Ethelo、Metagov、Holochainなど、新しい

デジタルガバナンステクノロジーの活用で

ある。これらのテクノロジーは、P2Pネッ

トワークをベースにブロックチェーン技術

（分散型台帳技術）を利用して、固有のデ

ジタルオブジェクトの真正性を検証する。

これらの技術はグローバルサプライチェー

ンにおける透明性の強化、参加型の共同意

思決定プロセスの推進、コモンニングやマ

ルチステークホルダーコアリッションのガ

バナンスを目的とした大規模な社会的協力

を後押しする。さらに、法的取り決めや投

票ツール、その他意思決定支援ツールのベ

ースを形成することも期待され、グローバ

ル・コモンズ・スチュワードシップのため

のデータセキュリティ、透明性、共同アク

ションプロセスの強化が期待できる。これ

らのプラットフォームはOpenSCの事例に

見られるとおり、説明責任を果たし、違法

行為や生態系破壊行為の暴露にも役立つ可

能性がある。そしてこのような技術のテス

トと採用を促進することは、政府の役割で

ある。
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インターネットとそれに付随する情報、

データ、デジタルテクノロジーは経済の

発展、人間のウェルビーイング、グローバ

ル・コモンズ・スチュワードシップに極め

て重要な役割を果たす。サイバー領域は、

共同での管理のもと、オープンかつグロー

バル・コモンズ・スチュワードシップを促

進する方向に向かうべきである。しかしな

がら現状を鑑みると、フェイクニュースや

セキュリティ攻撃、公職選挙干渉など、グ

ローバルなサイバーインフラとその基準が

目的とは食い違っているのが実情である。

サイバー領域のガバナンスは、複数のテク

ノロジーレイヤーを複数の国の多様なアク

ターが所有するというアカウンタビリティ

の拡散構造によって複雑化している。

オープンソースソフトウェアムーブメント

が採用するモデルjに代表される、コモンズ

に基づくオープン型モデルは、サイバー領

域の透明性とセキュリティの強化に寄与す

るとともに、グローバル・コモンズ・スチ

ュワードシップを推進するための知識、情

報、データ、社会的協力を改善する変革的

影響力を持つ可能性を秘めている。	

j  オープンソースソフトウェアムーブメントは、オープンコラボレーションという幅広い概念の一環として一部また 

	 はすべてのソフトウェアを対象にしたオープンソースライセンスの活用を推進する動きである。主なプレイヤーはリ 

	 ナックス財団、Mozilla、GitHub、GitLabなど。

例えば、イーロン・マスク、サム・アルト

マン両氏が立ち上げたOpen	AIは、人類に

資する安全な汎用人工知能（AGI）の開発

を目指している。このほか、Open	Source	

Climate	Initiativeには、リナックス財団、

アリアンツ、マイクロソフト、アマゾン、

フェデレーテッド・エルメス、S&P、ゴー

ルドマン・サックスが参画し、企業の環境

パフォーマンス情報に誰でも簡単にアクセ

スできるオープンソースの「データ・コ

モンズ」の共同構築を目指している。ま

た、Open	Sustainable	Technologyは環境サ

ステナビリティに関するオープンテクノロ

ジープロジェクトの情報を収集している。

しかし、現状は明らかに不十分である。開

かれた社会を損なうことなくフェイクニュ

ースと闘うには国や世界でより強力なルー

ルが必要であり、同時に既存のルールを確

実に執行しなければならない。近年のサイ

バー攻撃はサイバー犯罪の破壊的威力を如

実に示し、こうした禍に立ち向かうための

唯一の手段はより大きな連携である。その

ような意味でも、G20その他のフォーラム

はサイバーセキュリティの前進に積極的な

役割を担っていくべきである。	

サイバー領域を強化するD.4.3
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主要経済国の多くは、今世紀半ばまでに

GHG排出量を正味ゼロにする公約を掲げ

ている。この野心的目標を達成するには、

各国が本報告書で概説した四つのシステム

転換を活性化し、エネルギーシステムと産

業、都市、建物のほか、食料システムや土

地、海洋からの排出量を削減する必要があ

る。これを成功させるためには、国連気候

変動枠組条約第26回締約国会議（COP26）

の勢いに乗り、生物多様性条約第15回締約

国会議（CBD	COP15）に繋がる緊急のアク

ションが求められる。そしてこれらのアク

ションは、人々の生計や自然破壊など、本

報告書で提示された課題に対処できるもの

でなければならない。

気候変動に対する確固たるアクションは、

陸域生物圏や海洋生物圏、雪氷圏といっ

た他のグローバル・コモンズの保全を目

的とした、大胆な施策と組み合わせて実

行されなければならない。このような例

として、93カ国とEUの政治指導者たちが

署名した	「リーダーによる自然への誓約

（Leaders' Pledge for Nature）」	などがあ

る。また、有害な宇宙線から人類を守るオ

ゾン層の修復が今後も続くように、各国は

警戒を怠らないようにすべきである。グロ

ーバル・コモンズ全体への統合的なアプロ

ーチこそが、グローバル・コモンズ・スチ

ュワードシップ、ひいては人類のウェルビ

ーイングに対して優れた結果をもたらすの

である。

「パリ効果」は、エネルギーシステムやモ

ビリティ、主要産業にかつてないほど大き

な変化をもたらしている。例えば、再生可

能エネルギーのコスト削減は、常にアナリ

ストの予想を上回るペースで進展してい

る。このような現象は、電気自動車や水素

エコノミー、エネルギー貯蔵などの重要な

技術分野でも起きている。データ革命によ

り精密農業が多くの人にとって現実のもの

となるなど、今まさに食料と土地利用にも

同様の変化が迫っていると考えられる。食

物の新しい栽培・生産方法が確立され、最

終的にすべての国が環境を破壊することな

く、健康的で安価な食料を提供できるよう

になる可能性がある。	

政府（国際社会の支援を得て）や企業、投

資家、市民社会が大胆に行動すれば、SDGs

とパリ協定の目標を達成できることは明白

である。

アクションの呼びかけE

注記：本報告書で概説したさまざまな

ステークホルダー向けのアクションア

イテムはA.1～A.4にまとめられている。
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本報告書で概説した四つのシステム転換を

実現・推進するために、すべての国がさら

に多くのより良い政策を必要としているこ

とに疑いの余地はない。各国は、相互に関

連するこれらの課題にどう取り組むつもり

なのか、また、より大きな国際協力の必要

性と機会をどこに見出そうとしているのか

を明らかにすべきである。我々は、グロー

バル・コモンズの保全が、地域的・世界的

影響力をめぐる主要国間の相違や競争とは

別に、共通の目的と協力を必要とする統一

的な課題であることを認識するよう各国政

府に強く求める。この目的の一致と協力の

要請は、純粋な理想主義ではなく、この混

雑した脆弱な地球で人類文明を確実に存続

させるために必要なことである。

政府E.1

企業と金融システムは、四つのシステム転

換を可能にするイノベーションと投資、新

しいビジネスモデルを推進するための重要

な原動力であるが、一方で、これらは転換

に対する抵抗力になることもあり、積極的

にグローバル・コモンズ・スチュワードシ

ップに反する行動をとる場合もある。企業

は、全人類の基本的なニーズと福利を満た

し、グローバル・コモンズの責任あるスチ

ュワードシップを確保する上で、重要な役

割を担っている。また、持続可能な開発の

ための世界経済人会議（WBCSD）が「ビ

ジョン2050」kで述べている通り、90億人以

上の人々がプラネタリー・バウンダリーの

範囲内で十分に生活できるようにする上で

も、企業の役割は極めて重要である。人類

と地球の繁栄なくして経済の繁栄はあり得

ないのであり、「ネット・ポジティブ」に

なることは企業にとっても利益になる。	

k WBCSDの「ビジョン2050」は、企業がその可能性を最大限に発揮して社会的責任を果たすための枠組みであり、

	 グローバル・コモンズ・スチュワードシップともうまく符合している。

環境問題に取り組み、SDGsを達成するた

めに、経済のあらゆるセクターに求められ

る転換は、同時に数兆ドル規模の機会をも

たらす。そして今、すべての企業と投資家

は、科学的根拠に基づく目標を掲げること

で、この課題に立ち向かわなければならな

い。グローバル・コモンズ・スチュワード

シップの実現に向けたシステム転換への積

極的な参加と利潤動機を両立できない企業

に、もはや社会的なライセンスは与えられ

ない。持続可能な企業は持続不可能なライ

バルを凌駕し、企業行動に対する社会の監

視の目が厳しさを増す中、投資家たちもそ

のことを認識しつつある。

 

ビジネスと金融E.2

74



市民社会組織は、説明責任と効果的なコミ

ュニケーション、ステークホルダーの動員

を促し、公平性の確保に役立つため、グロ

ーバル・コモンズ・スチュワードシップに

は不可欠な存在である。その多くは新しい

マルチステークホルダーコアリッションの

かたちを取り、政府や企業の行動を補完し

つつ、チェック機能として働く強力なムー

ブメントを構築し、四つのシステム転換を

誘発する。

 

これらのムーブメントは、異なる視点を結

集して新しい洞察やアプローチを生み出

し、多国間のメカニズムを麻痺させるよう

な行き詰まりを打開するのに役立つ。この

ようなムーブメントをさらに拡大し、特に

若い人たちに声を上げてもらうことが必要

である。グレタ・トゥーンベリのような影

響力の強い支援者は、我々が心を一つに

し、将来の課題に取り組む意欲を高めてく

れる。	

市民社会組織とマルチステーク
ホルダーコアリッション

E.3

グローバル・コモンズ・スチュワードシッ

プは国際協力に依存しており、そのため

には各国の政府を招集し、共通基準に対す

る合意を形成し、集団行動を促すための

制度が必要である。国際政治の分断が深刻

化する中、国際組織の重要性はかつてない

ほど高まっている。国連気候変動枠組条約

（UNFCCC）のプロセスは、国が主導する

ボトムアップ戦略によってプラネタリー・

バウンダリーを尊重できることを示してい

る。また、多国籍の金融機関は、より多く

の民間資金を活用するなど、四つの転換を

活性化するために必要不可欠な資金を提供

することができる。

国際組織と金融機関E.4
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我々は無策がこの地球上の全人類に与える壊滅的代償に気づいている。そして大国同士が

世界の覇権争いを続けている現状ではなおのこと、国際協力がいかにひどく停滞し、困難

になり得るかを知っている。しかしながら各種の問題を慎重に検討してみると、グローバ

ル・コモンズの保全を速やかに進展させることは可能であると確信できる。「パリ効果」

とこの数年に見られる前進は明るい材料である。四つのシステム転換に意識を向ければ、

最終的には人間の創意工夫と協力がまさるはずである。2022年現在、もはや誰も傍観者で

はいられない。より良い将来への闘いに全員参加を呼びかける時である。

人間が地球に与える影響をプラネタ
リー・バウンダリー内に抑えるべき
時が来ている。
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グローバル・コモンズの持続可能な管理の

ためには、より良い政策の実現に向けたよ

り良いデータと指標が必要である。これに

対処するため、持続可能な開発ソリューシ

ョン・ネットワーク（SDSN）とイェール

大学、グローバル・コモンズ・センター

は、グローバル・コモンズに対する国内の

影響と貿易や消費による影響（いわゆる「

国際的越境負荷」）の両方を評価する、グ

ローバル・コモンズ・スチュワードシップ

（GCS）指標を立ち上げた。GCS指標は、

グローバル・コモンズへの負の影響を低減

し、パリ協定と国連SDGsに向けた施策を

加速するための政策立案に必要な情報を提

供することを目的としている。

GCS指標は、五つの主要原則に基づいて設

計されている。一つ目は、グローバル・コ

モンズのさまざまな側面を包括的な影響評

価に統合する枠組みを採用すること。二つ

目は、国境の内側の影響だけでなく、国境

を越えた影響、すなわち取引される商品や

サービスに伴う国際的越境負荷の両方を追

跡すること。三つ目は、この指標に含まれ

るすべての評価尺度について、あらかじめ

定義された持続可能性の閾値までの距離を

推定し、国内および各国間の優先順位を定

量化し、比較すること。四つ目は、国レベ

ルでのアウトカムに基づく環境影響の測定

に焦点を当て、政策やインプットの測定、

飲料水や衛生施設などの資源へのアクセス

の測定を除外すること。五つ目は、新しく

良質かつ定期的に更新可能なデータを利用

することである。

GCS指標の論理的根拠とその構成について

は、ワーキングペーパーおよび国境を超

えた影響に関するOECD共同研究センター

（OECD-Joint	Research	Centre）の出版物

に、詳細が記載されている123,	124。2021年版

の指標では100の国と地域（99カ国とEU27

カ国）のスコアが掲載されており、「国内

の影響」と「国際的越境負荷」という二つ

の大きな柱を中心に構成されている。さら

に、インパクトカテゴリーとして、エアロ

ゾル、温室効果ガスの排出量、陸域生物の

多様性損失、海洋生物の多様性損失、栄養

循環の乱れ、水循環の乱れの六つのカテゴ

リーを設定し、それぞれについて評価を行

っている。

本年度版は、公的な資料や科学研究デ

ータに基づく33の指標や、GCS指標の

「Methodology」セクションに示された

デシジョンツリー、さらにはSDSN125と

OECD126が採用する方法に基づき2030年（

暫定）および2050年（さらに野心的）の持

続可能性閾値を設定し、転換に向けた進捗

のペースを評価している。スコアとダッシ

ュボードは、規模が大きく異なる国同士

を比較するための、人口一人当たりの評価

と、どの国がグローバル・コモンズに絶

対的に大きな影響を及ぼしているのかを

特定するための絶対値による評価の両方

が示されている（表1、表2参照）。GCS指

標2021年版に掲載されている結果は、主に

COVID-19以前に収集されたデータに基づい

ており、GCS指標の「Methodology」セク

ションに、その構成に関するさまざまなス

テップがまとめられている。

付録1： 
グローバル・コモンズ・スチュワー
ドシップ指数2021年版の結果
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私たち人類は今、人類史の重大な岐路に立っていま

す。様々な科学的証拠が示すように、人類の厚生、

繁栄、安全が依存する安定的で回復力のある地球シ

ステム(グローバル・コモンズ)がそのバランスを失

いつつあります。私たちは、グローバル・コモンズ

を守るために地球環境を損ない続ける社会経済シス

テムを変革する必要があり、そうしなければ、遠か

らず地球システムの異変が自己強化的かつ不可逆的

になる転換点(ティッピングポイント)を超える危険

性があります。こうした転換点を回避するには、世

界のリーダーたちは、一部の分野で見られつつある

進展を加速させ、その成功に向けた社会経済システ

ム転換の望ましい「転換点」を発動するために、協

調的な行動をとる必要があります。

東京大学グローバル・コモンズ・センター(CGC)

が、システミック社、ポツダム気候影響研究所(PIK)

、持続可能な開発ソリューションネットワーク

(SDSN)の支援を受け作成した「グローバル・コモン

ズ・スチュワードシップ・フレームワーク」は、政

府、企業、金融、市民社会、国際機関のリーダーた

ちに刺激を与え、その指針とするためのものです。

最新の科学的知見に基づくこの行動のためのフレー

ムワークは、グローバル・コモンズの保全と責任あ

る管理のために、ステークホルダーを結集させ、変

革を導き、巧みな協働を推進する上で必要な情報を

提供します。

グローバル・コモンズ・スチュワードシップ・フレームワーク：
人類の繁栄と環境の持続可能性のためのグローバル・コモンズの保全


